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Ⅰ．ガスシステム改革の方向性 

 

１．ガスシステム改革の背景 
 

（１）都市ガス事業の変遷 

 

 ガス事業は、一次エネルギーであるガスを需要地まで届け、需要地で熱や電気といった

二次エネルギーに転換して利用する事業である。このうち一般ガス（都市ガス）事業は、

都市部を中心に、規模の経済性を活かし、一定規模の効率的な導管網を敷設することによ

り発達してきた。都市ガス事業は導管等に係る設備投資コストが大きく、規模の経済性が

働くことを主な要因として自然独占性を有しているため、ガス事業法では昭和 29年の制定

当初から、ガス事業者（現在の一般ガス事業者）にその供給区域で独占的に小売供給と導

管整備を許可するとともに、独占に伴う弊害から需要家を保護するため、料金その他の供

給条件について経済産業大臣の認可を要することとした。その後、都市ガス事業とこれに

係る制度は以下のような変遷を辿ってきた。 

 

①原料の天然ガス化 

 昭和 40年代前半頃までは、国内で産出される天然ガスを除き、原料として石炭系ガスや

重油・軽油・ナフサなどを改質した石油系ガスが主に使われてきた。しかしながら、これ

らのガスに比べ熱量が高く、消費機器の選択肢の拡大や安全性の向上が期待でき、また製

造過程が環境調和的である天然ガスの導入が指向され、昭和 44 年以降、液化天然ガス(Ｌ

ＮＧ)の輸入が開始された。 

 

②小売の部分自由化 

 天然ガスの導入により高熱量化が進み、導管網でより大規模かつ効率的な供給が行える

ようになったために工業用など大口需要が増加したこと、これらの工業需要等は概して他

の燃料への転換が容易で一般ガス事業者に対する価格交渉力を有するようになってきたこ

と、 一般ガス事業者の供給区域外での工業等の天然ガス需要が高まってきたことなどを背

景に、平成７年のガス事業法改正により年間使用量 200 万㎥以上の大口需要家向けの都市

ガスの小売が自由化され、料金は原則として需要家とガス供給者との間の交渉により設定

することが可能とされた。小売の部分自由化は電気事業に５年先がけて行われたが、これ

により都市ガス事業は、都市部での地域独占の下で家庭用など小口供給を中心とした事業

から、競争活性化を通じ郊外の工業需要等も含めより広域的に効率的なガス供給を進める

事業へ大きな転換点を迎えた。 

 その後、三次（平成 11年：年間使用量 100万㎥以上、平成 16年：同 50万㎥以上、平成

19 年：同 10 万㎥以上）にわたり小売の自由化範囲が拡大された。この間、大口需要家向

けの販売量は平成７年度の 3,732 百万㎥から平成 25 年度の 23,502 百万㎥へと約６倍に、

大口需要家の件数は約 13倍に増加した。新規参入者の供給シェアは自由化範囲の拡大を背
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景に平成 13年以降増加を続け、平成 23年には 17％に達したが、その後は減少に転じてい

る。平成 25 年度末現在、大口供給に新規参入した事業者の数は 35 である。なお、新規参

入者数及びその供給シェアには、都市ガス事業者が設立したエネルギーサービス事業者な

ど関連事業者も含まれる。一般ガス事業の販売量全体に占める自由化部門（大口供給）の

販売量比率は平成 25年度には約 62％となっている。 

 

【図表Ⅰ－１】自由化部門（大口供給）における新規参入者の供給量及びシェア 

 
（出典）資源エネルギー庁調べ 

 

③小口需要家向け小売の状況 

 一方、小売供給の地域独占が従来どおり認められている小口需要家向けの販売量は、平

成７年度から平成 25年度までの間に 16％減少した。今後も人口減少や高齢化、生活習慣の

変化により調理の機会が減少すること、高効率機器の普及によりガス利用量が減少するこ

となどを背景に、家庭における厨房、給湯等の従来型の都市ガス利用は減少する可能性が

あり、さらに、厨房、給湯、暖房機器を全て電化するオール電化住宅の普及により、その

減少が加速することも想定される。 

 

（２）都市ガス事業の将来性 

 

 しかしながら、都市ガスの将来性に決して限界があるわけではない。都市ガスの主たる

原料である天然ガスは、（ⅰ）CO2や窒素酸化物(NOx)の排出量が石油・石炭等の他の化石燃
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料に比べ最も少なく硫黄酸化物(SOx)やばいじんも発生しない高い環境調和性、（ⅱ）コー

ジェネレーション（熱電併給）システムにより高いエネルギー効率が実現できる省エネル

ギー性、（ⅲ）ガス空調などで電気エネルギーに代替することによる電力需給ピークの緩和、

（ⅳ）ガスを利用した発電機やコージェネレーションなどを分散型電源として活用するこ

とによる電源構成の多様化・分散化、（ⅴ）分散型電源として災害時の電力ネットワーク停

止時の電源として利用できる災害に対する強靱性、（ⅵ）家庭用燃料電池や燃料電池自動車

に水素を供給する水素社会の基盤インフラとしての潜在性、といった特長を有する。 

 昨年４月に閣議決定された新たなエネルギー基本計画においても、都市ガスの主たる原

料である天然ガスは、「石油と比べて地政学的リスクも相対的に低く、化石燃料の中で温室

効果ガスの排出も最も少な」い特長を有しており、また、「水素社会の基盤の一つとなって

いく可能性もある」と指摘されている。そして、「今後、シェール革命により競争的に価格

が決定されるようになっていくことなどを通じて、各分野における天然ガスシフトが進行

する見通しであることから、その役割を拡大していく重要なエネルギー源である」と位置

付けられている。 

こうした特長を活かし、都市ガスの新たな利用形態が広がれば、販売量減少の懸念を克

服し、都市ガス利用の需要が厚みを増す可能性が十分にある。新たなエネルギー基本計画

においても、「地球温暖化対策の観点からも、コージェネレーションなど地域における電源

の分散化や水素源としての利用など、利用形態の多様化により、産業分野などにおける天

然ガスシフトを着実に促進」することを求めた上で、「ガスシステム改革の推進に当たって

は、利用形態の多角化を促進することが重要な鍵となる。例えば、環境調和性に優れたボ

イラー、工業炉や熱電配給により高い省エネルギーを実現する天然ガスコージェネレーシ

ョン、系統電力需給ピークを緩和するガス空調等の拡大、さらに、燃料電池への水素供給

のための原料としての役割も期待される」としている。 

 なお、日本ガス協会が平成 23 年に発表した「今後のエネルギー政策の方向を踏まえた

都市ガス産業の取組み－2030年に向けた天然ガスの普及拡大－」では、2030年までに、天

然ガスコージェネレーションを現状の460万kWから3,000万kWと約６倍に、ガス空調を約

２倍に、産業用熱需要に占めるガス比率を約 2.5 倍に、 家庭用燃料電池（エネファーム）

を２万台から 500万台に、天然ガス自動車を４万台から 50万台に拡大することを目指して

いる。これらが実現した場合の設備投資額は、年間 1.2～1.5兆円の内需拡大に寄与すると

試算されている。 
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【図表Ⅰ－２】日本ガス協会の 2030年に向けた天然ガスの普及拡大目標 

 

（出典）日本ガス協会「今後のエネルギー政策の方向を踏まえた都市ガス産業の取組み」－2030年に向けた天然ガスの

普及拡大－」（平成 23年） 

 

 

２．ガスシステム改革の必要性 
 

（１）エネルギーシステム改革の一翼を担うガスシステム改革の必要性 

 

①天然ガスの利用拡大と新たなサービス創出の必要性 

 こうした都市ガスの将来性を現実のものとするためには、需要家や事業者の潜在的なニ

ーズを引き出すよう、生活様式や事業形態、利用目的・用途に応じ、需要家や事業者に分

かり易い形で料金メニューなど多様な選択肢が事業者から提案されることが必要である。

電力など他のエネルギー供給、さらにはエネルギー以外のサービスと組み合わせた形で提

案することも選択肢の多様性を拡大し、需要家の便益を増やすことに資する。こうした従

来にない新たな提案がなされるためには、異分野からの参入を含め、新たな事業者の参入

が活発に行われ、サービスの内容を競い合う環境が必要である。もちろん、こうした新た

で多様なエネルギーサービスが需要家の支持を獲得するためには、都市ガスの供給がより

低廉で安定的に行われることが大前提であるが、それも競争の活性化及び事業者の効率化

努力を通じて実現される。このことは、小売の部分自由化が開始された平成７年以降ガス

の平均販売価格はＬＮＧ輸入価格ほど上昇していないことで既に示されている。 

ただし、現在のシステムを維持したままでは、競争を通じ、需要家の選択肢拡大と低廉

な料金を実現することには限界がある。例えば、都市ガスの小売の現場を見ると、207 の

一般ガス事業者（平成 27年１月現在）のうち、エネファームの導入実績があるのは 110事

業者、商業用・工業用コージェネレーションの導入実績があるのは 95 事業者にとどまる。 

料金メニューの多様化も現在のシステムの下では限界がある。供給約款の認可制が存続

する小口供給では、同一の供給区域の同需要種の需要家には料金も含め同一の条件で供給

することが原則であり、選択約款は効率的な設備使用や事業運営に資する範囲でしか許容

されない。既に小口供給も含め小売が全面自由化された欧米諸国においては、より長期間

の契約を締結した場合の割引や、電気など他のサービスとセットで購入する場合の割引が
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用意されている事例がある。同様の割引を導入したいとの要望は既存の一般ガス事業者に

もあるが、現行の料金認可制度の下ではその実施は困難である。 

 

【図表Ⅰ－３】ＬＮＧ輸入価格と都市ガス平均販売価格の推移 

 
（出典）ガス事業年報、日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧 2013」 

 

②エネルギーシステム改革を一体的に進める必要性 

 ガス事業と電気事業は、元々小売とネットワークの維持・運用を、特定の事業者が地域

独占的に行うことを許可する公益事業として発展してきた。そして、ネットワークの第三

者利用を開放するとともに小売を自由化すれば、新規事業者が参入し、競争を通じてサー

ビスの質向上や価格の低廉化を期待することができる点でも共通している。我が国の都市

ガス事業における小売自由化の範囲の拡大は電気事業に数年先行して行われてきたが、そ

れぞれの事業制度を相互に近い時期に、あるいは同時に見直して小売自由化の範囲を拡大

する制度改革を行ったことは、欧米諸国でも広く見られる取組である。 

 電気事業については、東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所の事故やその

後の電力需給の逼迫を契機に、これまでと同様の電力システムを維持したままでは、将

来、低廉で安定的な電力供給を確保できずに需要家の利益を害する可能性があることが明

らかになったことを踏まえ、平成 24年に電力システム改革の議論が開始された。その結果、

平成 25年２月の電力システム改革専門委員会報告書において、小売全面自由化、卸電力市

場の活性化、送配電の広域化・中立化、安定供給のための供給力確保策などを実行する方

針が示された。そして、同報告書において「電力システム改革を貫く考え方は、同じエネ

ルギー供給システムであるガス事業においても整合的であるべきであり、小売全面自由化、

ネットワークへのオープンアクセス、ネットワーク利用の中立性確保、エネルギーサービ

スの相互参入を可能とする市場の活性化、広域ネットワークの整備などの、ガス市場にお

ける競争環境の整備が必要である」との指摘がなされた。これを踏まえ、電力システム改

革の考え方と整合的に改革を進めるべきである。 

 電力システム改革と時期を違わずガスシステム改革を進めることは、相互参入の促進に

よる需要家や事業者の選択肢拡大という観点からも望ましい。新たなエネルギー基本計画
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では、「電力・ガスシステム改革等を通じて、産業ごとに存在していたエネルギー市場の垣

根を取り払うことで、既存のエネルギー事業者の相互参入や異業種からの新規参入」を促

し、「こうした多様な主体が、様々なエネルギー源を供給することができるようになること

で、エネルギー市場における競争が活性化し、エネルギー産業の効率化」を促進し、「地域

に新たな産業を創出するなど、地域活性化に大きく貢献すること」を目指している。 

電力システム改革の第二弾となる昨年の電気事業法改正により、平成 28年から電力の小

売全面自由化が実施されることとなった。ガソリンや灯油などの石油製品については、平

成 13年に石油業法が廃止され販売が自由化されている。液化石油ガス（ＬＰガス）は元々

自由に販売でき、地域独占の規制はない。主たるエネルギーのうち都市ガスも小売全面自

由化を実施すれば、エネルギー事業者間の垣根が一層低くなり、既存のエネルギー企業を

様々なエネルギー供給サービスを行う総合エネルギー企業へと発展させ、事業の多角化に

よる収益源の拡大や、事業分野ごとに重複して保有されていた設備・事業部の集約化等を

可能とすることができる。これにより、総合エネルギー企業は、経営基盤の強化を進め、

活発な競争を勝ち抜くための新たな投資を積極的に推進していく主体となるとともに、異

分野からの新規参入者との競争や連携を通じて、産業全体の効率性の向上や新たな市場の

開拓を進め、我が国の経済成長を牽引していくことが期待される。 都市ガス事業だけ総合

エネルギー企業化の流れに乗り遅れないようにするためには、今こそガスシステム改革を

進める必要がある。 

 

（２）都市ガス事業独自の課題を解決するためのシステム改革 

  

 電力システム改革と相まって進めることが必要であることに加え、ガス導管網が電力事

業の送配電網のように全国大に整備されていない都市ガス事業独自の課題を解決する観点

からも、ガスシステム改革を進めることが必要である。 

 都市ガス事業は、都市部を中心に、規模の経済性を活かし、一定規模の効率的な導管網

を敷設することにより発達してきた。このため、人口密度や産業集積度が比較的低い地域

では営まれていない。天然ガス化により供給区域が拡大したとはいえ、現在でも国土全体

の 5.7％、山林・原野を除いても 17.5％にとどまっている。とりわけ我が国は、大量のガス

を高圧で輸送する導管網の整備が欧州や米国に比べて限定的である。欧米諸国では陸続き

の地にガス田が存在することから、ＬＮＧに比べコスト面で安価な気体のままで、導管に

より需要地である都市部や発電所に輸送する。このため、必ずしも需要が多くない地域も

通過しながら導管網を整備している。一方、天然ガスの 97％を海外からのＬＮＧ輸入に依

存する我が国では、小規模な国内ガス田から主に一般ガス事業者に卸供給するために、ガ

ス導管事業者が長距離の高圧輸送導管を敷設している事例が一部の地域で見られるものの、

多くの場合、ＬＮＧ受入基地を大消費地の近傍に建設し、ガスの需要見通しを立てた上で、

事業採算性を勘案し、それぞれの整備主体にとって合理的な範囲で天然ガスインフラを整

備してきた。その結果、供給区域の拡大とともに扇状に導管網が拡張されてきたが、それ

ぞれの供給区域は整備主体ごとに分断されており、大都市間やＬＮＧ基地間を連結する導
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管の整備は進んでいない。ただし近年、主に産業向け需要の拡大と、基地間の接続による

導管ネットワーク運用の安定性向上のため、高圧導管の敷設距離は大幅に伸びており、平

成 26年度には、平成７年と比較して約２倍に拡大する見通しである。 

 ガス事業においては、導管網の整備が促進され、かつ既存導管の適切な維持・更新に向

けた投資が着実に回収される制度とする必要がある。平成 24年６月に取りまとめられた総

合部会天然ガスシフト基盤整備専門委員会報告書においては、我が国のガス導管網整備の

意義として、①需要地ごとに分断されている天然ガスパイプラインの接続による供給の多

重化による都市ガスの安定供給性の向上（セキュリティ強化）、②供給基盤の抜本的強化に

よる天然ガスの利用可能性の向上、③ＬＮＧ基地間の広域パイプラインの接続によるガス

料金及び電気料金の低廉化、を挙げた。また、②及び③については、天然ガスパイプライ

ンが未整備の地域において広域天然ガスパイプラインが近傍に整備されれば、多くの需要

家にとって、自らサテライト基地等の受入設備を整備し、ＬＮＧローリーによるピストン

輸送を受けるよりも低廉な価格での天然ガス利用が可能となる利点も指摘している。 

 こうした意義を踏まえ、同報告書では、既存の都市ガス事業者が自らの事業上の必要性

及び採算性に鑑みて部分最適的に整備を行い、また、各事業者のＬＮＧの自前主義的な調

達によって、数多くのＬＮＧ基地が大需要地に偏在して整備されてきた供給インフラ整備

の在り方を見直し、全体最適的な導管網整備方針の策定、全体最適的な観点から導管網整

備を進めるための民間事業者間の利害調整の枠組みの整備、パイプライン整備と沿線の天

然ガス需要増加の一体的取組、整備コストの受益者負担の考え方の再整理を行うこと等を

提案している。ガスシステム改革においてはこうした課題も併せて解決することが必要で

ある。 

 

【図表Ⅰ－４】我が国のガス導管網と供給区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁調べ 
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【図表Ⅰ－５】高圧ガス導管敷設距離の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注１）「ガス導管事業者」とは、自らが維持・運用する特定導管によりガスの供給（卸供給及び大口供給に限る。）を行

う事業者。 

（注２）「ガス事業便覧」の公表方法の変更等に伴い、平成 16年度までは年末（12月末）、平成 17年度からは年度末（３

月末）の数値を記載。 

（出典）一般ガス事業者については、日本ガス協会「ガス事業便覧」（平成 25年） 

ガス導管事業者については、「ガス導管事業（変更）届出書」（なお、ガス導管事業（変更）届出書は、事業を営

もうとするときに届け出るものであるため、計画中の導管も含まれる。） 

 

（３）システム改革に当たり配慮すべき観点 

  

 ガスシステム改革の中で具体的な制度設計を進めるに当たっては、以下のような都市ガ

ス事業の特性に根ざした観点に配慮する必要がある。 

 

①事業者数が多く大半は中小事業者である 

 電気事業のような統制令による事業者の統合が進まなかった都市ガスの事業者数は終戦

直後で 75であった。その後、人口増加と都市化に伴い昭和 30年頃から急速に増加して 100

を超え、昭和 51年に最も多く 255に達した。その後、主に市町村合併による公営事業の統

合・譲渡があったために減少している。 

 前述のとおり、都市ガス事業は、導管網の規模の経済性を活かして効率的にガスを供給

する特徴があるため、各地域の需要密度や地理的条件などにより事業規模や事業者数は大

きく異なる。事業規模では、関東、近畿、東海の各地域を供給区域とする東京ガス、大阪ガ

ス及び東邦ガスの大手ガス事業者３社が、導管延長、販売量、売上高、従業員数などいず

れの指標においても突出している。一方、８割の事業者は従業員 100 名以下であり、従業

員 10 名以下の事業者も 35 ある。こうした小規模な事業者の中には、大手事業者等と資本

関係を有し、企業グループを形成している場合もある。地域別の事業者数を見ると、関東

甲信越に 89と多い。これは、元々新潟県や千葉県で天然ガスが産出されるため原料が低廉
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に供給されたことに加え、大都市郊外での人口増加が急激に起こったためと考えられる。 

 調達・供給設備面でみれば、大手ガス事業者３社を始めとする、大手・準大手の事業者

は自らＬＮＧ基地を保有し、海外から輸入する一方、その他の事業者は、大手・準大手の

事業者やガス導管事業者から、導管やタンクローリー等により卸供給を受けている。 

このように、一般ガス事業者は、資本関係やガスの卸供給取引により相互に関係してい

る多層的・重層的な構造にあり、調達・供給設備の状況から、以下の４つに分類できる。

改革を進めるに当たっては、ガス事業者を一律に扱うのではなく、こうした違いに配慮す

る必要がある。 

 

【図表Ⅰ－６】調達・供給設備によるガス事業者のグループ分け 

グループ 調達・供給設備の状況 事業者 

①  
多数のＬＮＧ基地 

大規模導管網 
東京ガス、大阪ガス、東邦ガス 

②  
ＬＮＧ基地１、２カ所 

一定規模の導管網 

北海道ガス、仙台市ガス局、静岡ガス、広島ガス、

西部ガス、日本ガス 

③  導管による卸で調達 

117事業者(うち公営 20) 

※うち、卸供給元が、一般ガス事業者である事業者が 58、

ガス導管事業者である事業者が 60、大口事業者が７、そ

の他が５（注２）。 

④  
タンクローリー・鉄道貨車

による調達 
81事業者(うち公営５) 

（注１）事業者数は平成 27年１月現在。 

（注２）１事業者で一般ガス事業者及びガス導管事業者から卸供給を受けている場合等もあるため合計は 117にならない。 

（出典）資源エネルギー庁調べ 

 

②保安に対する関心が高い 

 天然ガスは可燃性のエネルギーであり、現場で燃焼を伴って使用されることも多いこと

から、需要家が所有する敷地内の内管や消費機器に関する保安（需要家保安）についても

ガス事業者に責任を課してきた。ガス事業者だけでなく、国、 需要家も含めた関係者全て

が協働して需要家保安に関与し、保安を維持・向上に努めた結果、事故による死傷者数の

割合は、集計方法が異なるため厳密な比較はできないものの、他国に比べ低く、高い安全水

準にある。しかしながら、未だ重大な事故の撲滅には至っておらず、都市ガス事 業 の 安

全・安心に対する社会の要求は一層高まっている。こうした保安に対する高い関心や要求

を踏まえるとともに、ガス事業者による長年の努力により構築された保安や災害対応の体

制が損なわれず、十分に活かされるよう配慮する必要がある。 

 

③地域や用途によっては他のエネルギーとの競合がある 

 主に熱源として利用される都市ガスは、ＬＰガスや石油、さらに近年はオール電化住宅

など電気とも競合する。このため、一般ガス事業の供給区域（都市ガス事業の導管が敷設

される地域）の中であっても都市ガスの普及率が５割を下回る事業者が 109 に上る。電気
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事業の小売においては、新たな機器販売を除いては電気の販売促進活動をすることはあま

り見られないが、都市ガス事業の小売においては、ガス機器やときにはその利用形態まで

一体で提案する需要開拓活動が広く行われている。また、地域独占が許可される小口需要

家向けの小売料金が適正な事業報酬も含めた額として認可されるにもかかわらず、他のエ

ネルギーとの競争があるため、自ら値上げを申請せず、経常損益が赤字になる、あるいは

債務超過に陥っている一般ガス事業者も存在する。このように、都市ガス事業だけを視野

に入れて独占的地位に乗じた不当な料金設定を防ぐ料金認可制度が形骸化し、行政手続の

負担だけが残る場合には、需要家の利益に資することになっていないという指摘もある。 

 

（４）小売全面自由化の実施と導管等のオープンアクセスによる新規参入の可能性 

 

 小売全面自由化を実施した場合、電気事業は新電力から家庭用の太陽光発電まで多様な

事業者、多様な電源が存在し、全国大に整備された送配電網を通じて供給できるが、都市

ガス事業は原料である天然ガスを調達する事業者が限られ、またガス導管網が全国大で整

備されていないため、新規参入による競争が活性化しにくいのではないかとの指摘がある。 

しかしながら、大手ガス事業者３社の導管網のように電力会社等のＬＮＧ基地も接続し

ている地域では、既に自由化された大口需要家向けの小売供給で見られるように、これら

の事業者が原料であるＬＮＧの調達力や、電力など他のエネルギーの供給で培った営業力

を用いて小口需要家向けの小売供給にも参入することが期待される。大手ガス事業者３社

などが所有する大規模導管と接続する導管を通じて卸供給を受けている事業者の供給区域

では、卸元の事業者がガス事業の経験を活かして参入する可能性がある。また、卸元の事

業者の導管網に接続するＬＮＧ基地を保有する電力会社などが参入することも可能となる。

タンクローリーや鉄道貨車でＬＮＧを調達しているガス事業者の供給区域においても、Ｌ

ＮＧを独自に調達する事業者が自らサテライト基地を設置し参入する可能性がある。これ

らの参入主体としてはＬＮＧを海外から調達したり国産ガスを生産する事業者のみならず、

これらの事業者から天然ガスを譲り受けた事業者が参入することも想定される。加えて、

導管網の起点となるＬＮＧ基地の第三者利用が進めば、新規参入者がさらに増加すること

も期待される。こうした形での新規参入は追加的なインフラ整備をすることなく実現可能

である。今後、導管整備を促進することで、分断されていた導管がつながり、あるいはよ

り多くのＬＮＧ基地が相互に接続されれば、新規参入がさらに拡大することも期待される。

以上のように、小売全面自由化が実施され、都市ガス供給に必要なインフラが公平に利用

できる環境が整備されれば、あらゆる地域で競争が生じる可能性がある。 

なお、小売全面自由化の実施により、新たに 2,400 万軒を超える一般家庭と 120 万軒を

超える事業所等が都市ガスの供給サービスを受ける事業者を自由に選択できるようになる。

その市場規模は約 2.4兆円に上る。 
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３．新たなガスシステムの在り方 

  

（１）小売の全面自由化 

  

 選択の自由を全ての需要家にもたらし、競争によるサービスの質の向上や料金の低廉化

を実現するためには、一般家庭等の小口需要も含めた小売市場への参入を自由化すること

が適当である。その際、ガスを供給する側より情報や交渉力が不足する需要家の利益を害

することのないよう留意するとともに、供給途絶等により安定供給が損なわれることのな

いよう需要家保護には万全を期す必要がある。さらに、安定供給に支障を来したり、需要

家に混乱が生じることのないよう、自由化に伴う経過措置を講ずる必要がある。 

 

①都市ガスの事業類型の在り方 

 現行のガス事業法（以下「現行法」という。）には、後に詳述する簡易ガス事業のほか、

①ガス導管を維持・運用し供給区域において小口需要家には独占的にガスを小売供給する

一般ガス事業、②ガス導管を維持・運用し、ガスの卸供給や大口需要家への小売供給を行

うガス導管事業、③大口需要家にガスを小売供給する大口ガス事業、の３つの事業類型が

ある。 

 

【図表Ⅰ－７】現行法における事業類型（簡易ガス事業を除く） 
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 小売全面自由化を実施し、現行の一般ガス事業者による地域独占及び供給区域内での供

給義務を廃止すれば、現行の一般ガス事業の小売部門と現行のガス導管事業者や大口ガス

事業者による大口の小売事業の区別はなくなる。このため、小売部門については、大口・

小口を問わず都市ガスの小売を行う事業者を「ガス小売事業」として整理することが適当

である。 

他方、現行の一般ガス事業及びガス導管事業の導管部門については、小売全面自由化後

は、引き続き託送供給義務を課し、ガス小売事業に参入する誰もが公平・透明な条件によ

り導管を利用できる環境を整備する必要がある。 

ただし、現行の一般ガス事業者の導管部門は、都市部を中心に面的に張り巡らされた低

圧導管を含む導管網を維持・運用しており、その供給先は家庭用など小口利用者を始め極

めて多数にわたる一方、現行のガス導管事業者は、線状に敷設された中圧及び高圧の導管

のみを維持・運用しており、その供給先はガス事業者への卸や工場などの大口需要家に限

られる。 

こうした事業実態の違いを踏まえ、低圧導管を含む導管網を維持・運用しガスの輸送や

託送供給を行う事業を「一般ガス導管事業」、中圧及び高圧の導管のみを維持・運用しガス

の輸送や託送供給を行う事業を「特定ガス導管事業」と分けて整理し、それぞれの特徴を

踏まえて参入規制、託送供給条件、最終保障サービス等の制度設計を行うことが適切であ

る。（以下「一般ガス導管事業」及び「特定ガス導管事業」をまとめて、「新たなガス導管

事業」と総称する。） 

 

【図表Ⅰ－８】小売全面自由化後の事業類型 
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②ガス小売事業の参入規制 

 新規参入を促す観点からは過度に厳しい参入規制を設けるべきではないが、ガスの安定

供給の確保と一般家庭を含む需要家利益の保護が重要であることから、ガス小売事業を営

もうとする事業者に対しては、事業開始前に経済産業大臣の登録を受けることを求めるこ

とが適当である。登録に際しては、小売供給するガスを確保する体制が整っているか、需

要家の利益を害するおそれがないか、などガス小売事業者としての適格性を備えているか

経済産業大臣が確認し、備えていなければ登録しないこととすべきである。また、登録後

に適格性が失われたと判断された場合は、経済産業大臣が登録を取り消すこととすべきで

ある。 

 

③小売料金規制の廃止及び料金の経過措置 

これまで、小口部門には総括原価方式に基づく料金規制が課されており、自由な料金設

定を行うことができなかった。この料金規制の趣旨は、適正な投資回収を保障する一方で

独占的地位に乗じた不当な料金設定を防ぐことにあった。小売全面自由化、すなわち地域

独占の撤廃により需要家のニーズに応えた様々な料金メニューを提供されるためには、既

存の一般ガス事業者も含め全てのガス小売事業者が自由に料金を設定できるようにするこ

とが適当である。その上で、著しく需要家の利益を害するような小売行為があった場合に

は、経済産業大臣が事後的に業務改善命令を行うことができる制度とすることが適当であ

る。 

 一方、小売料金規制を廃止した場合に、規制なき独占が生じ需要家が利益を害される事

態を防止する必要があるため、競争が十分でない地域の既存の一般ガス事業者については、

当分の間、既存の供給区域を対象に小売料金規制の経過措置を設ける必要がある。 

その際、都市ガスは、ＬＰガスやオール電化など他のエネルギーとの競争がある点で電

力とは異なる特性を有することに留意することが必要である。なお、他のエネルギーとの

競争状況は、地域の人口密度や需要密度、有力な競合事業者の有無などの要因により地域

差があり、既に十分に競争が生じている地域において小売料金規制の経過措置を講ずると、

当該措置の対象とされた事業者のみに過度な負担がかかり、競争上の不公平を生じ、当該

地域の需要家は本来得られるべき利益を不当に逸することとなる。こうした事態を避ける

ため、経過措置の内容、対象事業者及び解除の指標は、基本的に以下のとおりの方向性と

した上で、各地域での競争状況を個別具体的に検討すべきである。 

 

（ア）経過措置の内容 

対象事業者の旧供給区域内を対象とし、約款に基づく料金による供給を引き続き義務付

け、これを値上げする場合には総括原価方式による認可制、値下げする場合には届出制と

する。この約款については、制度移行前の供給約款を引き継ぐことも、新たに定めて認可

を受けることも可能とする。一方、規制料金以外に、需要家との合意による自由料金を設

定することは妨げないこととする。なお、十分に競争が生じていない段階で経過措置を解

除しないよう慎重な運用を求める意見があった一方、電力ほど強い料金規制は必要ないの
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ではないか、との意見もあった。 

 

（イ）経過措置の対象事業者 

 経過措置の対象事業者は、各地域でのＬＰガスやオール電化など他のエネルギーとの競

争状況を個別具体的に評価した上で指定する。 

 公営事業者については、地方公営企業法において、その料金は、公正妥当かつ能率的な

経営の下における適正な原価を基礎とし、健全な運営を確保することができるものでなけ

ればならないとされている。また、その予算は毎事業年度、議会の議決を経ることとされ、

運営は議会により監視されている。このため、規制なき独占による不当な値上げの蓋然性

は小さいと考えられることから、経過措置の対象外とする。 

対象事業者の具体的な指定基準については、原則として現行の供給区域内の都市ガス利

用率（注）が 75％程度以上という基準で区切り、対象となる事業者を限定的なものとすべき

との意見や、都市ガス利用率を指標として用いる場合、現行の供給区域内で直着に近い状

態になければ当該区域内の平均的な競争状態を示す指標とは言い切れず、対象事業者や対

象地域についてきめ細かく判断していくべきとの意見があった。 

こうした意見を踏まえつつ、本来、需要家の利益の向上を目指す小売全面自由化の実施

が、規制なき独占による不当な値上げにより需要家の利益を害する事態を生じさせること

がないよう、現行の供給区域内での競争状況を個別具体的に分析しつつ、きめ細かく判断

していくことが適当である。 

（注）都市ガス利用率は、（ガス供給契約を締結している利用者数（調定数））／（現行の供給区域内世

帯数）、で算出。 

 

（ウ）経過措置の解除の指標 

 対象事業者に係る経過措置の解除は、その後の競争状況の変化により対象事業者に該当

しなくなった場合の他、小売全面自由化の実施後の都市ガス事業者間の競争の状況等も評

価しつつ判断する必要がある。これに関し、新規参入者のシェアが５％～８％となった時

には競争が生じていると考えられるとの意見や、一旦指定すれば競争が確認されるまで簡

単に解除すべきではないとの意見、その解除要件は消費者団体が参加した透明性ある委員

会で決めるべきとの意見があった。 

また、解除の是非を検討するタイミングについては、可能な限り早期に解除できる仕組

みを設けるべきとの意見や、３カ月や６カ月と区切るなど、経過措置の期間を明確にし、

その上で必要があれば更新できる制度とすべきとの意見があった。 

なお、電気事業法における小売料金規制の経過措置は、その解除時期について送配電部

門の法的分離と同時期かそれ以降のタイミングとした上で、（ⅰ）旧一般電気事業者以外の

小売事業者の新規参入の状況、（ⅱ）旧一般電気事業者間の競争の状況、（ⅲ）規制料金で

はなく自由料金を選択している需要家の割合、などを総合的に勘案し、決定していくこと

としている。 

経過措置の解除の在り方は、上述の小委員会での意見や電気事業法における解除時期の
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考え方や運用も踏まえ、導管部門の更なる中立性確保等を含めた競争環境の整備や実際の

競争の進展を確認しつつ行うこととし、今後、具体的内容を検討していくことが適当であ

る。なお、仮に法的分離を実施した場合であっても、都市ガス事業者間の競争が十分に生

じていないときには、需要家保護の観点から料金規制を維持すべきとの意見があった。 

 

④利用者保護の観点から小売事業者に課すべき義務 

 小売全面自由化の実施により様々な事業者から料金等の供給条件について多様な選択肢

が提案されれば、需要家には幅広い選択肢から選べる利点が生じる。一方、それぞれの選

択肢についての十分な情報提供や説明がなければ適切に選択することが困難になるおそれ

がある。 

このため、ガス小売事業者には、小売契約を締結しようとする際に、料金その他の供給

条件を書面により需要家に明確に説明することを求めることが適当である。説明すべき事

項としては、①事業者の名称、②供給条件、③適用される料金、④事業者又は需要家が契

約変更・解除を行う場合の条件、などが挙げられる。また、小売契約締結後に、事業者の

名称、契約年月日及び供給条件等を記載した書面を交付するよう義務付けることが適当で

ある。これらの書面交付は、インターネットなど情報通信技術を用いて行うことも可能と

すべきである。なお、こうした規制に加え、インターネット等も活用して需要家が選択肢

を容易に比較できる環境整備が必要との意見があった。 

 

⑤供給力確保義務 

ガス小売事業者が需要家に安定的にガスを供給することを確保するため、需要に応ずる

ために必要な供給能力の確保を義務付ける、いわゆる空売り規制を設けるとともに、どの

地域でどの程度の量の小売供給を計画し、そのために必要なガスをどのように調達するか

を事業計画等の形で経済産業大臣に提出することを求めることが適当である。 

 

⑥最終保障サービス 

現行法において、一般ガス事業者は自らの供給区域内では大口需要家を含め供給約款に

よる供給義務がある一方、供給区域外の大口需要家については最終保障サービスに関する

規定は設けられていない。他方、現行の電気事業法では、電気が国民生活や経済活動に必

要不可欠な必需財であるとの観点から、大口需要家について他の新規参入事業者から電気

の供給を受けられない場合、一般電気事業者が最終的に供給義務を負うこととしている。

そして、電力の小売全面自由化の実施に際しては、その義務を一般送配電事業者が負う方

針とされている。 

都市ガスの小売全面自由化の実施に際しては、安定的な供給を確保するため、前述のと

おり、全てのガス小売事業者に供給力確保義務を課すことが適当である。加えて、多様な

事業者が参入することとなれば、例えば事業者が経営破綻により撤退してしまうなどの不

測の事態も想定されることから、そうした事態においても需要家利益を保護し、ガスの供

給が途絶する事態が生じないようにするため、一般ガス導管事業者の供給区域内において
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は、言わば緊急避難的な保護措置として最終保障サービスを設けることが適当である。 

一方、緊急避難的な保護措置とはいえ、料金その他の供給条件について事業者が恣意的

に定めるなど、需要家間で不公平な取扱いをすることがあってはならない。このため、料

金その他の供給条件については、電気事業法と同様に、約款を定めて経済産業大臣に届け

出るよう求め、その約款の内容が著しく不適切な場合には、経済産業大臣が変更を命ずる

ことができることとすべきである。  

義務の主体については、例えば、最大の市場シェアを有するガス小売事業者に課すとい

う考え方もあるが、そうすることにより特定のガス小売事業者のみが義務を負うこととな

り、小売分野における対等な競争条件確保を阻害するおそれがある。小委員会では、需要

家にとっての分かり易さや、地域独占による事業者としての安定性等の観点から、ガス導

管事業者を義務の対象とすべきとの意見が多かった。以上を踏まえ、一般ガス導管事業者

をその供給区域内における最終保障サービスの義務主体とすることが適当である。その際、

主体となる一般ガス導管事業者の供給力確保等を考慮した制度設計が必要である。なお、

中圧及び高圧の導管のみを維持・運用してガスの卸や大口需要家向けの小売供給を行い、

小口需要家向けの小売供給が想定されない特定ガス導管事業者については、最終保障サー

ビスの義務を課すことは適当でない。 

 

（２）ガス導管事業に係る制度とガス導管網の整備促進 

 

①ガス導管事業の参入規制 

一般ガス導管事業については、都市部を中心に面的に張り巡らされた低圧導管を含む導

管網を維持・運用しており、その供給区域内において二重投資及び過剰投資の弊害を防止

する必要性があることに加え、前述のとおり最終保障サービスの義務を課すことを踏まえ、

事業参入に当たっては経済産業大臣の許可を受けることを求め、参入要件に二重投資規制

を課すことにより、供給区域内での導管敷設について実質的な地域独占を認めることが適

当である。 

他方、特定ガス導管事業については、中圧及び高圧導管を線状に敷設していく特徴を踏

まえれば、制度的に地域独占を認める必要はなく、むしろ事業者の自主的判断による導管

敷設を認め、導管整備を促進していくことが適当と考えられる。ただし、託送供給条件に

対する規制や二重導管規制を課す上で、事業に関する情報を把握する必要があるため、事

業の参入に際しては、経済産業大臣への届出を求めることが適当である。 

なお、ガス導管事業について認められている、いわゆる公益特権は引き続き維持すべき

との意見があった。 

 

②託送供給条件に対する規制 

現行法では、託送供給料金その他の託送供給条件について特定の者に対する不当な差別

的取扱いとならないよう託送供給約款を定め、経済産業大臣に届け出ることを求めている。

その際、託送供給料金は、総括原価方式により算定されることとなっている。そして、内
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容が著しく不適切と認める場合、経済産業大臣は託送供給約款の変更を命ずることとなっ

ている。一般ガス事業者の託送料金原価は経済産業大臣が認可する供給約款料金の設定に

用いる総原価から算定される。 

小売全面自由化を実施する場合、供給約款料金の認可制は廃止されることとなる。一方、

一般ガス導管事業については、その供給区域内における導管敷設について実質的な地域独

占を認めること、その導管網は小口需要家を始め幅広い需要家に直接供給するために一体

的に維持・運用されるものであることから、国が託送供給料金等の条件について適切性を

厳格に確認する必要がある。このため、託送供給約款は経済産業大臣の認可制とし、値下

げ時は事業者に対する効率化へのインセンティブ付与の観点や速やかな実施を図る観点か

ら届出制にすることが適当である。 

特定ガス導管事業については、託送供給料金等の供給条件について公平性・透明性を確

保する必要がある一方、その導管による供給先は実質的に卸や工場等の事業者となる。こ

のため、託送供給約款は経済産業大臣への届出制とし、その内容が著しく不適当と認める

場合には経済産業大臣が変更を命ずることができる制度とすることが適当である。なお、

特定ガス導管事業者についても託送供給条件について一般ガス事業者と同様の規制とすべ

きとの意見や、特定ガス導管事業者は卸供給を受ける事業者に疑念を抱かれないよう透明

性確保に努めるべきとの意見があった。 

また、現行法では、託送供給に係る需要が想定されない、又は著しく少ないことが客観

的に明らかである場合、予め経済産業大臣の承認を受ければ、託送供給約款を制定するこ

とを義務付けないこととしている。この承認事業者制度は維持することが適当である。 

 

③自己託送の制度化 

 現行法では、自ら調達したガスを、一般ガス事業者やガス導管事業者が保有する導管を

利用して送り、自らの工場や密接な関係を有する関連会社等で利用する場合、その導管利

用（いわゆる「自己託送」）は託送供給制度の対象外となる。このため、届け出された託送

供給約款に基づいた利用を受けることが担保されない。これは、託送供給制度の創設時、

こうした利用形態が想定されていなかったことに起因する。 

しかしながら、後述のとおりＬＮＧ基地の第三者利用を制度化することとなれば、例え

ば、自らが調達したＬＮＧを、他の事業者のＬＮＧ基地を利用してガスを製造し、ガス導

管事業者が維持・運用する導管を利用して自社や関連会社の工場等に送るといった事例が

今後拡大することが想定され、自己託送の制度化の必要性が高まると考えられる。新規参

入者からも、基地の第三者利用と併せ、自己託送の制度化が要望されている。 

以上を踏まえれば、自己託送についても、小売や卸売に係る託送供給と同様に託送供給

制度の対象とすることが適当である。なお、制度化に当たり、密接な関係を有する者の範

囲など、自己託送制度の対象については、電力システム改革における自己託送制度に係る

検討も参考に、今後詳細に検討すべきである。 
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④二重導管規制 

現行法では、経済産業大臣にガス導管事業の届出があった場合、届出受理後一定期間は

届出があった導管の供用を禁じ、その間に当該導管の供用が他の一般ガス事業者の供給区

域内のガスの使用者の利益を害するおそれがないかを審査することとしている。そして、

利益を害するおそれがある場合は、当該計画の変更や中止を命令することができる（これ

を「二重導管規制」と呼ぶ。）。具体的な変更・中止命令の判断基準は、平成 16年１月の都

市熱エネルギー部会の報告書を踏まえ、導管の敷設形態と利用者の物理的な関係に基づく

類型によっている。当該規制は、ガス導管事業について、一般ガス事業者の供給区域内で

新規に導管を供用する場合に、既存の一般ガス事業の導管網の運用効率が低下し、結果的

にその導管の利用コストが上昇することで導管利用者全体の利益が害されることを避ける

ために設けられている。 

既存導管網の効率的活用を図り導管利用者全体での導管利用コストの上昇を抑制すると

ともに、効率的な導管網整備を促すとの二重導管規制の趣旨は、小売全面自由化を実施し

た場合でも必要であり、引き続き本規制は維持することが適当である。他方、現行の類型

化による変更・中止命令の判断基準は、予見性は高い一方、新規参入を過度に規制してお

り緩和すべきとの意見や、需要家の利益を相当過度に害することにならない限り発動すべ

きではないとの意見があった。 

また、電気事業者のＬＮＧ基地周辺で敷設されている発電用ガス導管を活用すれば需要

家が安価な未熱調ガスを利用可能となる地域においては、未熱調ガスの柔軟な利用を図る

ために二重導管規制の運用を大幅に緩和すべきとの意見があった。現に、需要家は必ずし

も熱量調整が行われた都市ガスを求めておらず、未熱調ガスで十分との声もある。国民の

意見募集においても、二重導管規制の運用において、未熱調ガスと熱調ガスが同一のガス

種として取り扱われていることが未熱調ガスの利用を妨げている、との意見が提出された。 

以上の意見も踏まえ、変更・中止命令の判断基準について、抜本的な見直しを行うこと

とし、既存導管網の有効活用と需要家の選択肢拡大の観点から、小売全面自由化の実施を

待たずに早期に結論を得て必要な措置を講ずるべきである。 

 

⑤同時同量制度 

 現行法の同時同量制度では、導管網の運用に支障を与えない範囲で託送供給を認める観

点から、託送供給は導管からのガス払出し量と導管への受入れ量の乖離を１時間当たり

10％以内とし（通常の同時同量制度）、ただし、年間ガス使用量が 100万㎥未満の託送供給

においては、計測コストの負担軽減のため、事前に想定された払い出し計画値を実際のガ

ス払い出し量とみなすことができる（簡易な同時同量制度）。 

しかしながら、同時同量制度はガス導管の圧力維持にとって絶対的な手段ではないとの

意見や、導管の貯蔵機能についてガス会社も新規参入者も公平に利用できる仕組みが必要

との意見、また、更なる競争活性化を目指し、現在の運用を抜本的に変えることも検討す

べき、との意見があった。小委員会において、大手ガス事業者３社から、後述のとおり、

新たな託送供給方式として、小口の託送供給について通常の同時同量制度より注入オペレ
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ーションが容易になり、通信設備のコスト負担も軽減するものとして「プロファイリング

託送方式」、導管の公平利用の観点から全ての小売事業者に等しいオペレーションを求める

ものとして「ロードカーブ託送方式」の２つの新たな運用案が提案され、託送供給利用者

と議論してその提案内容を深めていく旨が表明された。 

現行の同時同量制度については、こうした小委員会での意見や大手ガス事業者３社から

の提案も踏まえ、ガス小売事業に参入する全ての事業者にとって公平・透明・中立な制度

とするため、抜本的な見直しを行うこととし、早急に具体的検討を進め、小売全面自由化

の実施を待たずに早期に結論を得て必要な措置を講ずるべきである。 

 

⑥熱量調整の在り方 

 熱量調整に要するコストが以前より低くなっていることを踏まえ、関係事業者がその負

担軽減に一層努めるとともに、熱量の差がガスの託送供給や融通の障壁にならないよう、

導管を相互に接続している事業者間で熱量を可能な限り一致させるよう努めることが必要

である。これに関し、原則、熱量調整を行わないことを指向すべきとの意見もあった。た

だし、そのためにはメーターの交換や機器の安全性確認、熱量調整を必要とする大口需要

家に係る対応を整理する必要があるため、中長期的な課題とする。 

 

⑦ガス導管網の相互接続を促進する制度の創設 

 地域の導管延伸や相互接続については、導管整備の主体となる事業者のみならず、それ

らの導管を利用する者の要望も反映することが重要である。例えば、ガス導管事業者Ａ及

びＢの導管網について、その接続に係る効果及びコスト等を勘案すると接続することが望

ましい場合であっても、どちらか一方の事業者が接続に応じない場合も想定される。また、

ガス導管事業者Ａ又はＢの導管を通じてガスを卸し受けるガス事業者や利用者が、卸や小

売供給の安定性向上や選択肢拡大の観点からこれらの導管の接続を希望する場合も考えら

れる。 

 電気通信事業法、鉄道事業法及び電気事業法には、ネットワークの延伸やネットワーク

間の接続を促進する制度が設けられている。こうした事例を参考に、上記のような場合に、

接続に係る効果及びコスト等を勘案し、国が関与してガス導管事業者間の連携を促すこと

ができる制度を創設することが望ましい。 

具体的な制度は、場合により多額の費用を要することや、接続に伴う便益を踏まえた費

用負担の在り方にも留意し、鉄道事業法において事業者に対し相互接続の努力義務を課し

ていることも参考とすることが適当である。 

さらに、あるガス導管事業者が分断された導管網を接続することにより、分断されてい

た導管を保有する別のガス導管事業者が裨益する場合に、導管の接続に係る費用負担の在

り方をガス導管事業者間で検討した結果、分断されていた導管網を保有する事業者も一部

を負担することがありうる。このような場合には、例えば一部費用を負担するガス導管事

業者の託送供給料金で回収する仕組みも考えられる。電気事業における地域間連系線の整

備の検討も参考にしながら、今後詳細な制度設計を進めるべきである。 



20 
 

【図表Ⅰ－９】導管未整備地域における導管接続に係る新たな費用負担のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧導管の整備促進措置の在り方 

 導管の延伸が小売及び卸の競争の促進や需要家の選択肢拡大、供給体制の強靭性の向上

など、ガス事業者や需要家利益の増進に資する場合には、建設後一定期間について高めの

事業報酬率を設定できる措置や、新たに敷設する導管の託送供給料金を他の導管と遜色な

い水準に設定できるような託送供給料金の設定ルールの柔軟化措置、ガス導管事業者が導

管敷設に先立ち、ガス小売事業者に潜在的な利用者の需要調査を依頼する場合、調査費用

を託送供給料金で回収できる仕組み等を検討すべきである。また、全体最適的な導管整備

方針の策定、ガス導管網整備と天然ガス火力発電所や天然ガスコージェネレーション等、

沿線の天然ガス需要増加を一体的に進める方策や、導管敷設（陸上・海底）に係る規制緩

和等についても引き続き検討すべきである。 

 

（３）導管部門の更なる中立性確保の在り方 

  

 競争の活性化を通じ需要家に多様な選択肢が提示され、かつ低廉な料金を実現していく

というガスシステム改革の目的を達成するためには、ガス小売事業に参入する誰もが公平

かつ透明性の高い条件の下で導管網を利用できる環境が必要である。小売全面自由化が実

施され、一般家庭などの小口需要家を含め全ての需要家が自由競争の対象となれば、導管

網運営の中立性確保は極めて重要である。 

 平成 15 年のガス事業法改正においては、導管部門の中立化のために、「会計分離」や情

報遮断等の規制が導入された。その結果、託送供給件数は年々増加し、電気事業と比較す

ると新規参入が進展しており、また託送供給の拒否等を理由とした導管部門の中立性に係

る行政指導等は行われていない。しかしながら、新規参入者からは引き続き、導管網運営

の中立性確保や、会計及び託送供給料金の透明性の向上に関する様々な要望が出されてい

る。 

 こうした状況も踏まえ、小売全面自由化を実施する際の導管部門の更なる中立性確保策

は、我が国のガス事業の特性に鑑みて講ずる必要がある。 
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①中立性確保の方式の比較 

 導管部門の中立性確保策としては、諸外国のガス事業の事例や我が国の電気事業の事例、

我が国のガス導管網の整備状況等を踏まえると、「会計分離」「機能分離」「法的分離」「所

有権分離」の４つの方式が考えられる。「機能分離」は、複数の事業者のガス導管が広域的

に整備されている場合に広域的かつ統一的な託送供給ルールに基づき運用する上で有効な

方式であることから、我が国の導管の中立性確保策としての必要性は大きくない。その他

の３つの方式について、中立性確保の視点と中立性確保に伴う影響ごとに比較概観すると

以下の【図表Ⅰ－10】とおりである。 

 

【図表Ⅰ－10】３つの分離方式の比較概観 

 会計分離 法的分離 所有権分離 

A-(1)中立性 △ △～○ ○ 

A-(2−1)料金の公平性・透明性  △→？ ○ ○ 

A-(2-2)導管利用条件の 

    公平性・透明性 
▲→？ ○ ○ 

A-(3)メリット享受の抑制 × △ ○ 

B-(1)分離によるコスト・ 

   時間的影響 
○ △ ▲ 

B-(2)導管延伸 △or○ △or○ △or○ 

B-(3)資金調達 ○ ×〜○ × 

B-(4)災害時保安体制 ○ △〜○ △〜○ 

 

（ア）中立性の確保 Ａ－（１） 

 ある事業者の小売部門が自社の導管部門に影響力を行使することによって、他社の小売

部門との間の中立性を失するおそれをどの程度抑制することができるか比較すると、「所有

権分離」は、ガス導管事業者とガス小売事業者等との間で資本関係を有することが許容さ

れていないため、そのおそれはない。 

 一方、「法的分離」は、ガス導管事業者とガス小売事業者等との間で資本関係を有するこ

とが許容されるため、こうしたおそれを当然には抑制することはできない。ただし、取締

役等の資格や就任・就職先、機関設計、人事管理、業務委託、利益移転等について中立性

を確保する一定の行為規制を課すことで、こうしたおそれを抑制することができる。なお、

このような行為規制を過度に課すと、中立性は確保されるものの、企業としての一体性の

希薄化や、需要家の利便性や安定供給確保のための技術的課題の解決に係るコストや期間

等が生じることに留意する必要がある。 

 「会計分離」は、小売部門と導管部門が同一法人に属することから、行為規制によりこ
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うしたおそれを抑制することは困難である。 

なお、「会計分離」及び「法的分離」は、「所有権分離」と異なり、後述の資金調達や災

害時保安体制の観点も踏まえ、実態に応じて規制の水準を調整できる柔軟性を有するとも

言える。 

 

（イ）料金の公平性・透明性 Ａ－（２－１） 

 ある事業者の導管部門が自社の小売部門に対して、他社の小売部門と比べ優位な条件で

託送供給を行うことがないよう、託送供給に係る料金の透明性・公平性を確保することは、

競争環境を整備する上で極めて重要である。 

 「所有権分離」のみならず「法的分離」においても、導管部門と非導管部門との間の資

金の移転や取引の実態を同一法人内における部門間のやりとりではなく、法人間の契約行

為として外部から確認することができるため、公平性・透明性は「会計分離」に比べ高ま

る。 

 「会計分離」の場合、現状においても託送供給料金の算定ルールの設定や会計整理の義

務付けによりコストの透明性は一定程度確保されている。しかしながら、同一法人に属す

る部門別の費用の配賦については、例えば区分が困難な費用は人員比や固定資産額の比率

などにより行うこととなるため、公平性・透明性は「法的分離」や「所有権分離」に比べ

低い。 

 

（ウ）導管利用条件の公平性・透明性 Ａ－（２－２） 

 託送供給料金以外の導管の利用条件の公平性・透明性が十分に確保されなければ、グル

ープ内にガス導管事業者を持たないガス小売事業者が託送供給を利用して販売するガスの

料金を押し上げ、小売料金の上昇を招き、本来、需要家が競争により享受すべき利益がガ

ス導管事業者に移転してしまうおそれがある。 

 「法的分離」や「所有権分離」の場合、グループ内の非ガス導管事業者のガスを受け入

れて供給することも託送供給となるため、託送供給約款の対象となり、グループ外の非ガ

ス導管事業者のガスの託送供給と料金以外の利用条件は同じになる。 

 一方、「会計分離」の場合、現行制度では、自社の導管を使ってガスを供給することは託

送供給に該当せず、託送供給約款の対象とならないため、利用条件の公平性・透明性を厳

密に確保することは制度の枠組み上限界がある。 

 

（エ）ガス導管事業を行うことに伴うメリット享受 Ａ－（３） 

 ある事業者が、規制部門であるガス導管事業を行うことによる安定性や信用力などのメ

リットを自社の小売部門が享受することで、他社の小売部門との間の公平性を失するおそ

れをどの程度抑制することができるかの比較である。 

 「所有権分離」は、ガス導管事業者とガス小売事業者等との間で資本関係を有すること

が許容されないため、そのおそれはない。 

 「会計分離」の場合、小売部門が同一法人に属するため、地域独占が認められる導管部
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門の安定性や信用力などのメリットを小売部門が享受することを抑制することは困難であ

る。 

 一方、「法的分離」は、分社化により社名が変更されることに加え、社名、商標等に関す

る規律、広告・宣伝に関する規律等の一定の行為規制を課すことで、こうしたおそれを抑

制する制度設計が可能である。他方、こうした行為規制を過度に課すと、事業者の営業活

動の過度な制約や非効率化を招くおそれがある。「法的分離」は実態に応じて規制の程度を

調整できるため、こうしたおそれを避ける柔軟性を有するとも言える。 

 

中立性、公平性・透明性、メリット享受の抑制（上記（ア）から（エ）まで）の観点か

らは、従来の「会計分離」の枠組みの下で改善を図るよりも、「法的分離」が望ましいとの

点で委員は一致した。 

一方、「法的分離」を選択する場合の留意点として、ガス事業者から、以下の（オ）分離

によるコスト・時間的影響、（カ）導管延伸、（キ）資金調達、（ク）災害時保安体制への影

響、が指摘されたため、これらについても以下のとおり評価を行った。 

 

（オ）コスト・時間的影響 Ｂ－（１） 

 仮に「法的分離」を選択する場合、需要家の利便性や安定供給を確保するため、以下の

ような対応が必要になると想定される。 

（ⅰ）株主総会における承認や債権者保護手続等の会社法に基づく分割手続 

（ⅱ）需給運用システムや情報システムなどシステムの変更手続 

（ⅲ）役職員の配置転換や就業規則の整備等の人事関連の手続 

（ⅳ）不動産移転登記等の移転の手続（事務所の移転を伴う場合） 

（ⅴ）ホームページの新設・改変、看板や名刺の作成等の庶務関連手続 

  

 現行の「会計分離」の下でも公正取引委員会と経済産業省が平成 16年に改定した「適正

なガス取引に関する指針」（以下「適正取引指針」とする。）で一定の望ましい行為として

求めている。さらに中立性を高めるために追加的に行為規制を課す場合、上記の対応のう

ち（ｉ）以外が必要になる可能性がある。 

 電力システム改革小委員会制度設計 WG では、「建物について、別フロアとするなどによ

り他社との物理的隔離を担保し、かつ、イコールフッティングを確保しつつ、入室制限等

を行うこと」、「システムについては、論理的な分割をすること」など現行制度下における

ものも含めた措置を講ずることを検討している。これは中立性を確保するために必要最低

限で、かつ、「法的分離」の実施に伴い事業者が要するコストや期間の抑制に資する措置で

ある。ガス事業において仮に「法的分離」を選択する場合も、中立性を確保するために必

要最低限で、可能な限り対象事業者のコストや準備期間の抑制に資する措置を講ずること

が適当である。 
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（カ）導管延伸 Ｂ－（２） 

 分離の方式によって導管延伸にどのような影響があるかは、一律に評価できないと考え

られる。現行の「会計分離」の下においても導管延伸が進んでいないことを踏まえると、

そのことが「法的分離」を実施しない理由にはなり得ないとの意見もあった。ガス導管な

ど供給インフラの整備は、より多くの需要家がガスを利用できる環境を整備し、天然ガス

シフトを促進する上で重要である。ガス導管の機能が全体として高まり、需要家が増加す

れば、将来的な託送供給料金が低下する効果も生じる。各地域のガス導管網同士の相互接

続が進めば、需要家や卸受けをしてガスを供給する地方のガス事業者は、より多くの選択

肢の中から供給元を選べるようになる。また、ガス導管整備により、ローリーや鉄道貨車

で輸送されるガスを卸し受ける事業者（サテライト供給の事業者）の導管網がＬＮＧ基地

と接続されれば、天候や交通事情等に左右されず、より低廉かつ安定的にガスが供給され

うる。さらに、災害に強い高圧・中圧導管が延伸すれば、災害時のガス供給の強靱性が向

上する。加えて、新たなエネルギー基本計画にもあるとおり、ＬＮＧ基地間をガス導管で

接続し、補完できる体制を構築することでガスの供給体制も強靱になる。そうした観点か

ら、いずれにせよ、上述の（２）⑦及び⑧の措置を講ずることにより、導管延伸を促進す

ることが適当である。 

  

（キ）資金調達 Ｂ－（３） 

 ガス事業の健全な発展を確保しつつ、ガスの安定供給に必要となる資金調達に支障を来

さないようにする観点から、ガス事業に経験・知見を有する事業者がその企業規模を活か

して資金調達をすることは意義がある。 

 これに関し、仮に「法的分離」を選択する場合、グループ間の資金の融通を過度に規制

すると資金調達に影響するとの指摘がある。この点、グループで一括調達した資金に関す

る導管事業者とグループ会社との融通について、通常の取引の条件の範囲内であれば許容

することで、そうしたおそれは抑制できると考えられる。電力システム改革小委員会制度

設計 WGでは、一括資金調達を行う場合、一括資金調達をした資金に関する一般送配電事業

者とグループ会社との融通について、通常の取引の条件の範囲内で行わなければならない

として一定の結論が得られた。これにより、親会社が一括調達した資金を子会社の発電・

送配電・小売の各事業会社に融通することや、各事業会社間で融通することなどが可能に

なる。ガス事業において仮に「法的分離」を選択する場合も同様の方向で対応することと

すれば、グループ間の資金の融通を過度に規制すると資金調達に影響するといった上記の

ような懸念は解消できるものと考えられる。 

 

（ク）災害時保安体制 Ｂ－（４） 

 ガス事業者による長年の努力により構築された保安や災害対応の体制が損なわれず、十

分に活かされるようなガスシステム改革にすることが必要である。この観点から、産業構

造審議会保安分科会ガス安全小委員会では、小売全面自由化の実施に際し、従来、一般ガ

ス事業者が担ってきた法令上の保安業務について、ガス小売事業者とガス導管事業者の業
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務を明確にする観点から議論を行い、後述のとおり、緊急保安や内管の漏えい検査につい

てはガス導管事業者が、消費機器の調査・周知についてはガス小売事業者が担う方向を示

した。また、本小委員会において、大手ガス事業者３社から、ガス導管事業者として実施

する保安対応については、新規参入者と自社の需要家間に差別的な取扱いがあってはなら

ないこと、都市ガス事業に対する需要家の安心・安全・信頼をより一層獲得できるよう、

新規参入者と一体となって最適な保安の在り方や連携の在り方を検討していくことが提案

された。 

 一方、災害時の保安業務は、発災直後の初動対応（二次災害防止）と、供給停止となっ

た地域の復旧作業があるが、いずれもガス小売事業者・ガス導管事業者の各々が保安責任

分担に応じて対応することが基本である。災害時の保安業務のうち、特に需要家の人命に

関わるガス漏れ対応等については、技術・知識を持つガス導管事業者が責任を持って対応

する必要がある。一方、需要家からの問い合わせ対応や震災対応状況の発信、国等との情

報共有等については、ガス導管事業者とガス小売事業者が連携・協力を行うことが必要と

考えられる。こうしたガス導管事業者とガス小売事業者間の連携・協力については、既に

一般ガス事業者がコールセンター業務を委託している事例があること等から、災害時にお

いてそれぞれが別会社であっても可能と考えられる。   

 この点について、電力システム改革小委員会制度設計 WG においては、平常時は供給契

約・料金収受の問い合わせ対応等が中心の小売事業者のコールセンター等が、災害時には、

そうした問い合わせ対応等をサポートすることを、一般送配電事業者と新規参入者との間

に一定のイコールフッティング確保のための方策を講じた上で、認めるべきとされている。

また、災害時の被災地における石油供給について、資本関係を全く有していない石油元売

事業者各社は平常時から共同訓練を実施する等の取組を行っている。こうした事例なども

参考にできると考えられる。 

 以上を踏まえ、仮に「法的分離」を選択する場合、顧客利便性の確保、都市ガスの安定

供給の確保、事業者の効率性の著しい阻害の防止といった目的に資するならば、一般ガス

事業者と新規参入者との間に一定のイコールフッティング確保のための策を講じた上でグ

ループ内の業務委託を許容し、災害時保安連携のために必要な業務委託や、平常時からの

共同訓練、さらには保安に関する技術を共有するためのガス導管事業者と非ガス導管事業

者間の柔軟な人事管理を認めれば、現行制度下と同等の対応を確保することができると考

えられる。 

これに対し、委員からは、小売が別会社になった場合には、あうんの呼吸で出動し震災

現場に飛び込む組織力と使命感は次第に薄れていくのではないかという意見や、経済学者

が正しく作れば制度はできるとの意見も、現場の肌感覚から一体でないと緊急時保安はで

きないとの意見もある程度信用できるため、現時点では判断できず、まず行為規制を詰め

てから最終判断を行うべきとの意見、「法的分離」の選択に当たり、小売部門と導管部門の

人事交流を遮断するような過度な行為規制ではなく、適正な行為規制とすれば、これまで

どおり社員が災害時に駆けつけるような体制を「法的分離」をした後でも維持できるとの

意見、法人格が分かれることで保安が心配になるならば、保安の議論でネットワーク部門
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に全ての権限と責任を集中させる発想の方が自然だが、その方向とは逆の議論をしていた

ガス事業者が「法的分離したら非常に不安」と言っているのは、口実なのか本当に心配し

ているのか見極める必要があるとの意見、「法的分離」というのを決めた上で保安を保てる

ような行為規制の議論に集中していく方が保安の安全性というのをさらに高めるとの意見、

「法的分離」をすると使命感や組織力などが心配なので、連携・協力などは単なる努力で

はなく罰則が必要不可欠ではないか、等の意見があった。ガス事業者からは、人命の確保

という観点から、（災害時のガス漏れによる）二次災害を防止するための初動対応というの

が極めて重要との指摘があった。また、新規参入者からは、東日本大震災の際には、被災

した石油会社も含めて会社や系列の枠を超えて協力したように、災害など緊急時には、会

社が別々でも、使命感や誇りを持って一致団結すれば対応できるのではないか、との指摘

があった。 

なお、ガス安全小委員会においては、ガス導管事業者とガス小売事業者の協働が必要と

指摘した上で、ガス小売事業者がガス導管事業者に協力すべき活動も含め両事業者の連携

の在り方を具体的に検討する予定としている。 

 

【図表Ⅰ－11】大手一般ガス事業者の保安業務執行体制のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②対象となる事業者の基準 

 仮に「法的分離」を選択する場合の対象事業者については、将来も見据えどのような事

業者が対象となるべきか基準を明確にすべきとの意見があった。 

 現在、一般ガス事業者は 200 を超え、その大宗は中小事業者である。また、電気事業者

と比較すると、ほとんどの事業者は一般電気事業者より規模が小さい。一方、我が国の都

市ガス事業の特徴として、ガス導管網はＬＮＧ受入基地等を起点として整備されてきたが、

複数のＬＮＧ基地が接続するような相当規模の導管網においては、それぞれのＬＮＧ基地

からの送出の仕方に差が生じるおそれがある。実際、そうした導管網では自由化された大

大手一般ガス事業者

関連会社・協力会社等（注１）

関連会社・協力会社等（注２）

請負・業務委託 等

業務委託 等

（注１）例えば、東京ガスはキャプティなどの関連会社・協力会社等に委託。
（注２）例えば、東京ガスは東京ガスライフバルなど、大阪ガスはOGカスタマーリ

レーションズ、サービスチェーンなど、の関連会社・協力会社等に委託。

 ガス導管工事・設計、維持管理
 ガスメーターの取替え・管理

等

＜導管部門＞

＜コールセンター＞

 ガス設備定期保安点検
 消費機器保安
 ガスの開閉栓
 ガス設備の取付け・修理
 ガス工事・設計
 電話受付

等

＜小売部門＞
（家庭用・業務用・産業用等）

※関連会社等へ業務委託する場合もあり

＜スタッフ部門＞

◆ガス導管工事・設計、維持管理
◆ガスメーターの取替え・管理
◆ガス漏れ受付・緊急対応
◆ネットワーク圧力管理

等

 ガス設備定期保安点検
 消費機器保安
 ガスの開閉栓
 ガス設備等の取付け・修理
 ガス工事・設計

等
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口市場に新規事業者の参入や託送供給実績があり、利用の在り方について新規参入者から

様々な要望が寄せられている。 

 以上を踏まえ、仮に「法的分離」を選択する場合の対象事業者は、 

（ア）導管の総延長数が全国シェアで概ね１割以上であること、 

（イ）保有する導管に複数の事業者のＬＮＧ基地が接続していること、 

のいずれも満たす者とするのが適当である。 

 

③直ちに着手すべき対策 

なお、導管利用の公平性及び利便性向上を図る目的で、大手ガス事業者３社から以下の

内容について、今般、実施時期を示しつつ自主的な提案がなされた。これらの項目につい

ては、制度見直しを待つことなく、早急な実現を図るべきである。ただし、下記（オ）に

ついては、委員から会計監査による妥当性の検証、保証は困難であり、実務上実施は困難

との指摘があった。このため、託送供給料金の公平性・妥当性、具体的には、託送供給原

価の算定の基礎となる各費目に係る算定方法の適正性及び内容の妥当性等について、精査

の在り方を速やかに検討した上で実施に移るべきである。 

 

（ア）新たな同時同量方式の導入 

小口の託送供給について通常の同時同量より注入オペレーションが容易になり、通信設

備のコスト負担も軽減する「プロファイリング託送方式」、及び導管の公平利用の観点から

全てのガス小売事業者に等しいオペレーションを求める「ロードカーブ託送方式」の導入

に向け、託送利用者との議論を通じ検討を進める。 

 

（イ）託送供給検討受付センター（仮称）の開設：平成 27年４月予定 

 自社小売部門及び新規参入者からの供給検討依頼について受付する窓口を一本化。社内

外を問わず受付順に対応し、台帳により受付日と回答日を記録・保存する。新規参入者か

ら要請があれば進捗状況を開示する。また、供給検討の平均所要日数をホームページ上で

公開する。なお、小売全面自由化を実施すれば、その内容を小口分野にも拡大する。 

 

（ウ）需要家情報開示センター（仮称）の開設：平成 27年４月予定 

 自社小売部門及び新規参入者からの導管部門の需要家情報の開示請求について受付する

窓口を一本化。情報開示請求を書面にて受付け、需要家の承諾の上、請求者に対して当該

需要家に関する情報（託送料金相当額、需要実績）を開示するための窓口を創設する。 

 

（エ）託送検討ルールの改善及び公表内容の拡充：小売全面自由化実施時期の半年前予定 

 託送供給の検討料については、現行の一律的な体系から、接続形態や託送検討の内容に

よって、より実務負担を反映したきめ細かな料金体系へと移行。加えて、現行小口分野を

含めた託送供給検討料の体系整備を行うとともに、ホームページ上で検討料体系を常時公

表する。 
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（オ）託送収支の公表様式の追加、検証等による透明性向上 

：平成 27年度実績分から実施予定 

託送収支計算書を公表する際に、収益及び費用ともに自主的な公表様式を追加。現行の

規則では求められていない、公認会計士による託送収支計算書の検証等、透明性向上の取

組を検討する。 

 

（カ）継続的・包括的に託送供給制度を改善するための、ガス導管事業者・ガス小売事業

者が参加する検討会の創設：平成 27年度予定 

持続的な改善活動を行うため、当事者間の生の声による実効性ある改善を促進するべく、

各ネットワーク単位でガス導管事業者・ガス小売事業者による会議体を創設。定例合同検

討会や臨時個別検討会等を開催し、現状の取組の検証、課題の共有、改善策の検討等を行

う。 

 

（キ）ガス導管事業者の託送業務遂行における中立性確保のため、行政が事業者の求めに

応じて打ち合わせに参加する等の仕組みの創設：平成 27年度予定 

 行政が、事業者の求めに応じて打ち合わせに参加する等、ガス導管事業者の業務遂行に

おける適正性を確認する。 

 

（ク）託送供給料金原価からの気化コストを除外 

：平成 30年３月を待たず可能な限り早期に実施 

気化コストと圧送コストの分離を早期に実施することにより、託送供給料金を低減する。 

 

④まとめ 

小売全面自由化の実施により、託送利用が拡大することが見込まれる。また、電気・ガ

スのシステム改革を併せて推進し、相互参入を促進することが需要家の利益の観点から重

要であり、都市ガス事業の特性に留意した上で、整合的な制度にする必要がある。新規参

入者にとって中立性・公平性・透明性が確保されずに小売全面自由化の実施を先行させる

と、競争が十分に発生せず、規制なき独占が生じるおそれがある。 

委員からは、以下のような意見が出された。 

・ まずは大手ガス事業者３社による「会計分離」の下での改善提案を実行した上で、そ

の効果について第三者検証を厳格に行い、その効果が不十分であれば「法的分離」の

方式を選択する方向で議論を行う。 

・ 大手ガス事業者３社による「会計分離」の下での改善提案を実行した上で、その効果

について検証を行い、１年間と期限を決めて、中立性確保策について検討を進め、改

善が不十分であれば「法的分離」の方式を選択する。 

・ 「法的分離」を前提として準備を始め、１年間に期限を区切って、行為規制などの詳

細を検討した上で「法的分離」を決断する。 
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・ 「法的分離」の方式を選択するために必要な議論は尽きており、1年先延ばしする必

要はない。この段階で「法的分離」という方針を基本的に出し、詳細なルール策定な

どの検討は制度見直しを決めた上で準備期間中に進める。 

最後に、委員長から、現行の「会計分離」について限界が生じており、小売の全面自由

化で託送利用の拡大が見込まれる中で、改善をしないままでは不十分ではないかという意

見が多かったと思うこと、一方で、若干の幅があったが、「法的分離」の導入を方向性とし

て前提とする、あるいは視野に入れることをしなければならないと過半の委員から発言が

あった、また、大きな見直しであるので、十分な準備期間を考えると、結論を出す時期は

余り後ろに延ばすのも不十分ではないか、との認識が示された。 

 「法的分離」の方式を選択する際の対象事業者は、②に示された（ア）導管の総延長数

が全国シェアで概ね１割以上であること、（イ）保有する導管に複数の事業者のＬＮＧ基地

が接続していること、という指標を満たす事業者として、大手ガス事業者３社とする点で

も多くの委員は一致した。 

 最終的に「法的分離」の方式を選択すると決める時期を１年後とする意見も含め、仮に

「法的分離」の方式を実施する場合に、準備作業の時間によりその実施時期が遅れること

は適当ではなく、あらかじめ「法的分離」の実施時期を明確にすべきとの点でも多くの委

員は一致した。具体的な実施時期については、電力システム改革を参考に平成 31年から平

成 33年までとする意見や、電気よりガスの方が供給構造がシンプルであることを踏まえれ

ば電力システム改革の例に倣うのは適当ではなく、それより前のタイミングで実施するこ

とを検討すべきとの意見があった。 

 

⑤仮に法的分離を選択する場合の検討事項 

（ア）行為規制の詳細設計 

 小委員会における委員の意見や電力システム改革小委員会制度設計 WG における電気事

業での「法的分離」に係る議論等を踏まえると、仮に「法的分離」を選択する場合には、

事業者に対し以下のような一定の行為規制を課すことが想定される。今後、これらの項目

について、具体的な制度設計の検討を進めるべきである。 

 なお、そうした検討に当たっては、グループ経営や資金融通に支障を来さない制度設計

とすること、需要家、新規参入者に対しても、分かり易い形で導管部門の中立性を確保し

て、説明責任を果たせるような内容とすること、行為規制は必要最小限な内容とし、分離

コストを極力低減すること、「法的分離」の影響について天然ガスに関わる部局と議論し、

全体で整合性のある制度とすること、仮に「法的分離」を選択する場合に多様な会社の形

（純粋持株会社など）が生じても、親会社などを適切に監督できるよう、行政の新たな監

督の在り方を検討すること、また、保安などの自主規制について、ルールの明確化など実

施を確保するための枠組みを整備すること、等を踏まえて進めるべきとの意見があった。 
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（ⅰ）ガス導管事業者としての中立性のより一層の確保 

○取締役等の資格/就任・就職先に関する規律 

ガス導管事業者の取締役等のガス小売事業者のガス小売事業等の意思決定に関与する取

締役等との兼任を禁止することや、ガス導管事業者の取締役等が退任後一定期間内にガ

ス小売事業者等の意思決定に関与する取締役への就任を禁止すること、など取締役等の

資格や就任・就職先に一定の制限を設けるといった措置を講ずること。 

 

○機関設計に関する規律 

ガス導管事業者の株主たる親会社が直接的に意思決定をすることとなる株主総会決議事

項を限定するため、取締役会の設置を義務付けた上で、導管整備投資計画の決定等ガス導

管事業者の中立性を不当に損なうおそれのある事項については、定款によっても株主総会

決議事項とすることを認めないこととすること、などガス導管事業者の意思決定に一定の

制限を設けるといった措置を講ずること。 

 

○人事管理に関する規律 

導管部門の中立性を害するおそれがないよう、ガス導管事業者のガス導管事業に従事す

る従業員のガス小売事業者のガス小売事業等に従事する従業員との兼任を禁止することや、

ガス導管事業者の従業員の退職後一定期間内にグループ会社のガス小売事業等に従事する

従業員となることを禁止すること、など人事異動や出向、退職後の就任等に一定の制限を

設けるといった措置を講ずること。 

 

○ガス導管事業者とガス小売事業者等間の業務委託に関する規律 

グループ内のガス導管事業者とガス小売事業者等が業務委託を行うに当たっては、グル

ープ会社以外のガス導管事業者やガス小売事業者等との公平性に配慮し業務委託の適正性

を確保する観点から、ガス導管事業者がガス小売事業等に関して業務委託を受ける場合、

グループ会社か否かを問わず同条件での受託とするなど、ガス導管事業者とガス小売事業

者等の間の業務委託に一定の制限を設けるといった措置を講ずること。 

 

（ⅱ）ガス導管事業者による利益等(注)のガス小売事業者等への移転の制限 

 ガス事業の健全な発達を確保しつつ、ガスの安定供給に必要となる資金調達に支障を来

さないようにする観点から、ガス事業に経験・知識を有する事業者がその企業規模を活か

して資金調達をすることは意義がある。他方、グループ内外の事業者の中立性・公平性を

確保する観点から、グループでの一括資金調達を認めた上で、一括調達した資金について

ガス導管事業者とグループ会社との融通やガス導管事業者とグループ会社との間で行う保

証・担保提供・債務引受などについて通常の取引の条件の範囲内で行わなければならない

といった措置を講ずること。 

(注)ガス導管事業者が取引により上げた収益又はガス導管事業者が借入等により調達した資金をいう。 
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（ⅲ）ガス導管事業を行っていることによりガス小売事業等に生じるメリット享受の制限 

（社名、商標等に関する規律） 

 ガス導管事業者に対して、中立性が求められるガス導管事業を行う者と外形的に判断で

きる社名とすること、ガス導管事業者がグループ商標として、ガス小売事業者等と同一の

商標を用いることを認めるが、独自商標の設定を義務付けること、といった措置を講ずる

こと。 

 

○広告・宣伝に関する規律 

規制分野を営むガス導管事業者の信用力・ブランド力を活用する目的で行うグループ会

社による広告宣伝やガス導管事業者とグループ会社との協働での営業を禁止すること、と

いった措置を講ずること。 

 

○建物・システムをガス導管事業者と共用する場合に必要となる基準等 

建物について別フロアとすることなどにより他の事業者との物理的隔離を担保し、かつ、

イコールフッティングを確保しつつ、入室制限等を行うことや、システムについて論理的

な分割をすること、といった措置を現行制度同様に講ずること。 

 

（イ）災害時対応等の保安におけるガス小売事業者とガス導管事業者の連携の在り方 

 ガス安全小委員会で取りまとめられた「ガスシステム改革等を踏まえた保安規制の在り

方について(案) 」の３.（３）の「②大規模災害時対応」においては、小売全面自由化を

実施する際の災害対応等におけるガス小売事業者とガス導管事業者の連携の在り方につい

て、「自由化範囲の拡大に伴う制度の変更があったとしても、引き続き現状と同等以上の対

応により、二次災害を発生させない速やかで的確な初動の対応と早期の復旧が図られるこ

とが重要である。また、大規模災害の対応に関しては、各々の保安責任分担に応じた対応

を行うことが基本であるが、被災エリア内の対応並びに被災エリア外への応援も含めて、

新ガス導管事業者と新ガス小売事業者との協働により、両者とも日常の業務の役割の垣根

を越えた柔軟な対応、各事業者が相互に連携できる仕組みが構築され、それらが機能する

よう、災害対応力を高めていく必要がある。また、平時において両事業者が災害時におけ

る対応を予め検討するとともに、訓練等を通じて日頃から準備する必要がある。」とされた。 

この審議結果を踏まえ、今後、同小委員会において、災害時対応等の保安におけるガス導

管事業者とガス小売事業者の連携の在り方について具体的な検討を行うこととしている。 

 

（ウ）託送供給料金の公平性・妥当性の精査の在り方 

 託送供給料金については、ガス小売事業に参入する全ての事業者、さらに全てのガス利

用者にとって、公平・透明・中立であり、かつ納得感が得られるものであることが必要、

との意見があった。こうした観点に立ち、託送供給料金の公平性・妥当性、具体的には、

託送供給原価の算定の基礎となる各費目に係る、算定方法の適正性及び内容の妥当性等に

ついて、精査の在り方を早期に検討し、実施すべきである。 
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（４）需要家保安に係る責任の在り方 

  

 現行法では、需要家の敷地内に敷設された需要家所有のガス工作物（敷地内に引き込ま

れたガス管からガス栓まで）について、需要家保安に係る義務、具体的には、内管・消費

機器の緊急保安、内管の漏えい検査、消費機器の調査・危険発生防止周知義務を、その需

要家にガスを供給する事業者が担っている。小売全面自由化が実施され、ガス事業者の類

型がガス小売事業者とガス導管事業者（一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者）と

に整理された場合、需要家保安に係るこれら３つの義務をいずれの事業者が担うか定める

必要がある。 

本論点については、保安責任に係るものであるため、小委員会でまず議論が行われ、そ

れに続き、ガス安全小委員会において検討がなされた。その結果、需要家保安に係る３つ

の義務の責任主体について、以下の【図表Ⅰ－12】のとおり整理がなされた。 

 

【図表Ⅰ－12】需要家保安義務の種類と責任主体（原則） 

保安義務 責任主体 

緊急保安 ガス導管事業者（注） 

内管の漏えい検査 ガス導管事業者（注） 

消費機器の調査・危険発生防止周知 ガス小売事業者 

（注）「ガス導管事業者」は、内管に直接接続する供給管を維持・運用する事業者を想定。 

 

【図表Ⅰ－13】新制度における需要家保安の責任区分（原則） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）「ガス導管事業者」は、内管に直接接続する供給管を維持・運用する事業者を想定。 

 この具体的な考え方については、ガス安全小委員会において昨年 12月に取りまとめられ

た「ガスシステム改革等を踏まえた保安規制の在り方について」において、以下のとおり

整理された。 
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 緊急保安は、24時間体制の通報受付や、緊急出動部隊の整備が必要であり、また、高度

な専門性に基づき現場の状況に応じた迅速な判断と対応が求められる。集合住宅や一般住

宅地、繁華街などガスの使用者が混在するエリアでは、本支管と内管とで同一の事業者が

緊急保安を実施する必要もあり、公益性の高い新ガス導管事業者が行うことが適当である。

また、需要家規模に関わらず、面的に一体として緊急保安業務を担う方が、新ガス小売事

業者ごとの緊急保安部隊整備やガス漏えい現場における混乱防止の観点から社会的にも効

率的かつ保安の維持に資するものと考えられる。現在、大口ガス供給は大口ガス事業者等

が保安業務を担っており、過去 10年間において大口ガス事業者等による事故が発生してい

ないことを踏まえるべきとの考え方もあるが、上記の観点から緊急保安の保安責任は、原

則として新ガス導管事業者が担うことが適当である。 

なお、大口需要家対応を中心に、緊急保安の円滑な実施の観点から、新ガス小売事業者も

一定の役割と責務を果たすことが必要である。  

例）需要家のガス使用実態や消費機器の情報等を新ガス導管事業者に提供すること 

  新ガス導管事業者との緊急連絡体制（適切に対応できる体制等）の確立 

  緊急時対応において生じる需要家の損害への対応 など 

 

内管の漏えい検査については、内管の設置状況や過去からの点検情報を一元的に管理し

た上で実施することが有効であり、また、ガス漏れが判明した際にスムーズに緊急時対応

を行うためには緊急保安と漏えい検査を一体として実施することが有効であること、集合

住宅の共用部分の検査は、各戸が別々の新ガス小売事業者を選択しても、同一の事業者が

担う方がもれなく効率的に実施できること等の理由から、新ガス導管事業者が保安責任を

担うことが適当である。 

なお、現行制度から移行することで、需要家の混乱や保安業務の実施に支障を来さない

よう、保安業務の委託などの活用も含めて現行の保安体制等を効率的かつ柔軟に運用する

ことなどにより、保安水準を維持・向上させていく必要がある。 

 

消費機器の調査・危険発生防止周知については、これまで既存ガス事業者は、ガスを販

売する立場から、安全型機器への取り替えの促進、消費機器に関する問合せへの対応等の

作業を通じて保安の維持・向上に努めてきたところ、このような活動を継続していくため

には、ガスを販売する新ガス小売事業者が消費機器の調査を実施することが効果的である。

また、ガスを販売する上で、少なくとも開栓時においては需要家の消費機器を把握するこ

とが一般的であるため、消費機器の調査は新ガス小売事業が行う方が効率的であること、

消費機器調査を新ガス小売事業者が担うことにより、ガスの保安に関する協働に資するこ

と、消費機器調査等を通じて需要家の消費機器情報を把握し、需要家に直接接する機会の

多い事業者が、ガスの使用上の注意事項等の危険発生防止周知を行うことが保安上有効で

ある。以上のことから、消費機器の調査・危険発生防止周知は新ガス小売事業者が保安責

任を担うことが適当である。 
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 また、ガス安全小委員会の取りまとめにおいては、「需要家保安に関し、新ガス導管事業

者と新ガス小売事業者の相互の協力が不可欠」であり、「保安の維持・向上のため、託送供

給約款等により、緊急保安に必要な需要家の情報提供又は緊急保安を実施した需要家に関

する情報提供等を含め、その責務を明確にするとともに、各ガス事業者は保安に関し相互

に協力することを求めるべき」旨も併せて指摘している。その上で、ガス小売事業者がガ

ス導管事業者に協力すべき活動も含め、両事業者の連携の在り方を具体的に検討する予定

としている。 

なお、ガス導管事業者（一般ガス導管事業者及び特定ガス導管事業者）が責任主体とな

る保安業務に係る費用回収については、託送供給約款等において制度的に担保し、確実に

回収できる仕組みとすることが適当である。 

 

（５）卸取引の選択肢拡大に向けた環境整備 

 

①ＬＮＧ基地の第三者利用の促進 

 我が国は、ガス供給源の大半を海外からの輸入ＬＮＧに依存しており、ガス導管網は、

ＬＮＧ基地を中心として需要地に広がる形で敷設されている。このため、卸事業への新規

参入には、新規にＬＮＧ基地を建設するか既存基地を利用するかを問わず、必ずその地域

のＬＮＧ基地を利用する必要がある。一方、導管網の建設ほどの困難は伴わず、制度的な

独占を認める必要性まではないものの、大規模なＬＮＧ基地の新規建設には 400～1，000

億円程度に上る多額の投資と５年程度に及ぶ建設期間を要する。また、大需要地の周辺で

は土地の確保が困難で立地可能地点も限られる。このため、新規参入者にとって自らＬＮ

Ｇ基地を整備することは決して容易とはいえない。以上を踏まえると、卸取引の活性化の

観点から、ガス導管網の起点であるＬＮＧ基地の第三者利用を促進することの重要性は大

きいと考えられる。 

ＬＮＧ基地の第三者利用については、適正取引指針に基づき、多くの事業者が基地利用

要領を策定している。一方、ＬＮＧ基地の利用を希望する石油元売事業者などから基地利

用要領に関する改善要望が出されていることや、適正取引指針に示された情報開示等の内

容を必ずしも全ての事業者が十分に実施していない状況を踏まえると、法的拘束力がなく

事業者の自主的取組に委ねることには限界がある。 

以上を踏まえ、卸事業へ新規参入しやすい環境を整備し、卸取引の活性化を図る観点か

ら基地の第三者利用を促進するため、ＬＮＧ基地事業者（ＬＮＧ基地を維持・運用するガ

ス事業者、電気事業者、石油元売事業者等）に、事業開始時に事業者及び基地に係る情報

等を届け出ることや設備の運用計画を毎年度届け出ること、基地の第三者利用条件を約款

として定め、経済産業大臣に届け出るとともに公表すること、基地を第三者に利用させる

場合には約款の条件によること、設備容量、現行の運用状況、将来の運用に関する予定等

の情報を定期的に公表すること、基地事業に関して知り得た他の事業者及び基地利用者に

係る情報の目的外利用を禁ずることを法律で義務付けることが適当である。ただし、基地

の第三者利用については、基地事業者の主たる事業における安定供給を重視し、当該事業
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に支障が生じない範囲で行うこととする。なお、料金については、一律の料金表を示すこ

とは困難であるため、料金算定のルールを定めて届け出ることを義務付ける。届け出られ

た約款が、基地利用者間での不当な差別的取扱いをするものであるなど不適切な内容であ

る場合には経済産業大臣がその変更を命ずることができる制度とすることが適当である。 

基地に十分な余力があり、他の事業者に利用させることが可能な状況にもかかわらず、

基地事業者が正当な理由なく基地の利用を拒絶した場合には、経済産業大臣はその基地事

業者に対し、基地を利用させることを命ずることができる制度とすることが適当である。 

なお、容量が一定以下の基地、例えば大型タンカー１隻分に満たない小規模の基地（合

計容量 10 万 kl 以下などの一次受入基地や二次基地）等については対象とせず、引き続き

現行の適正取引指針に基づく自主的取組に委ねるべきである。 

料金の透明性を確保するため、会計分離などの措置を講ずるべきとの意見や、基地建設

のインセンティブ確保について安易な拡大解釈を行うべきではないとの意見があった。一

方、基地の余力を第三者に利用させることによる調達戦略の最適化への影響を考慮して慎

重に制度設計を検討すべきとの意見や、基地事業者が基地容量を活用して様々な事業展開

ができるよう一定程度の自由度を残すべきとの意見もあった。こうした意見も踏まえつつ、

今後、料金算定ルールや情報開示、基地の余力の判断の在り方等について、事業者の安定

供給や基地建設のインセンティブを損なわないことや、基地運用の実態等も踏まえて詳細

な制度設計を進めるべきである。特に、基地の余力の判断は、基地事業者の主たる事業に

おける安定供給を重視し、基地事業者の当該主たる事業に支障を来さない範囲とするとと

もに、基地建設のインセンティブを損なわないように行うべきである。また、ＬＮＧ基地

事業者の詳細な制度設計については、当該ＬＮＧ基地への出資者等の位置付けに留意して

検討する必要がある。 

 

②卸取引の活性化と透明性向上 

現状では、卸供給を受ける事業者にとって、卸供給元の選択肢が限られる場合もある中、

適正な卸取引を確保する観点から、国が卸料金等の取引条件を監視することを検討する。

具体的には、同様の需要形態を有する大口需要家に対する小売料金に比べ高い卸料金を設

定する場合がないか必要に応じて調査し、改善を求めることが考えられる。 

 卸取引所については、取引が標準化され取引コストが低減されること、透明かつ公平な

価格形成が図られるとともに、相対取引の参考となる価格指標が提供され得ること、取引

所が決済機能を担うことで信用リスクを低減できること等の利点がある。一方、各地域の

導管ネットワークの相互接続が未だ限定的であること、各地域で卸供給が可能な事業者数

が限られていること等の制約を踏まえ、海外の商品取引所の取引の実態を調査しつつ、我

が国でガス卸取引所が成立し得るか引き続き検討すべきである。 
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（６）簡易ガス事業に係る制度について 

 

①簡易ガス事業制度の概要 

（ア）制度創設の背景 

 簡易ガス事業は、簡易な設備でガスを発生させ、導管により一の団地で 70戸以上の供給

地点（利用者）に供給する事業であり、現行法では、簡易ガス事業を開始する場合には経

済産業大臣の許可を受ける必要がある。その許可に当たっては、（ⅰ）許可申請に係る供給

地点が一般ガス事業者の供給区域内にあり、その簡易ガス事業の開始により一般ガス事業

者の事業の遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められるときは、その地域全体における

ガス利用者の利益を阻害しないこと、（ⅱ）その簡易ガス事業の開始により許可申請に係る

供給地点についてガス工作物が著しく過剰とならないこと、が必要とされている。一般ガ

ス事業の供給区域内において、簡易ガス事業を開始する場合には、これらの要件に基づき

当該一般ガス事業との関係を調整することとしている。 

この背景には、制度を創設した昭和 45年当時、大都市への人口集中が著しく、市街地か

ら離れた一般ガス事業の導管が届いていない遠隔地において、一足飛びの住宅団地開発が

急速に進んだことがあった。こうした地域では、一般ガス事業の導管整備が追い付かず、

ＬＰガスを小規模な導管で供給する事業が、簡易な装置により迅速に供給開始が可能とい

う魅力を活かして普及した。しかしながら、将来市街地となることが予想され、規模の経

済性が働く一般ガス事業の導管網の整備が期待される地域において、ＬＰガスの小規模な

導管供給事業が迅速性を活かして先行して普及してしまうと、一般ガス事業は十分な需要

を期待できず、導管整備が進まなくなると懸念された。このため、ＬＰガスの小規模な導

管供給事業について、一般ガス事業の供給区域内において事業を開始する際には、上記（ⅰ）

及び（ⅱ）の要件により一般ガス事業との関係を調整することとし、供給区域内における

一般ガス事業の導管網の計画的な敷設を促すこととしたものである。 

 

（イ）簡易ガス事業をとりまく経済社会状況の変化 

近年、大都市圏郊外での市街地拡大の速度は制度創設当時に比べ緩やかになっており、

制度創設の背景となった事象は生じにくくなっている。他方、一般ガス事業の導管網は格

段に発達した。市街地拡大の減速にあわせ、導管敷設が進まない供給区域が長期にわたっ

て存在する実態を解消すべく、平成 11年から供給区域の許可を原則字単位としたことと相

まって、一般ガス供給区域内で導管を延伸していない地域は減少している。そして、導管

網を発達させた一般ガス事業は、規模の経済性を活かしてコスト面でも簡易ガス事業に比

べ優位に立っている。こうした状況を背景に、簡易ガス事業の需要家件数は平成 16年をピ

ークに減少に転じている。 
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【図表Ⅰ－14】簡易ガス事業の需要家件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「ガス事業生産動態統計調査」 

 

また、地方圏では多くの一般ガス事業者が直接又はグループ会社において簡易ガス事業

も行い、コスト面から最適な供給手段を選択しており、一般ガス事業と簡易ガス事業の棲

み分けが行われている。加えて、一般ガス事業との二重投資の弊害が懸念される事象も近

年は生じにくくなっている。近年の許可事例では、制度創設当時に主流であった、公道に

埋設されたガス導管を通じて戸建て住宅団地に供給するもの（住宅団地型）は減少してお

り、特に、二重投資による社会的弊害が懸念される大規模団地は、近年ほとんど許可事例

がない。 

 

【図表Ⅰ－15】集合住宅型と住宅団地型のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、本制度が社会的に不合理な結果を招いているとの指摘もなされている。具体的に

は、都市ガス供給区域内の需要家が災害時のリスク分散の観点から簡易ガス利用を希望し

ても許可が得られなかった例、あるいは、一般ガス事業の供給区域内であるが導管が届い

ていない地域において、簡易ガス事業の開始も許可されず、いずれのサービスも提供され

ない事態（お見合い状態）が生じた事例などが指摘されている。 

Ｈ25 

 

(年度) 
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②簡易ガス事業制度の抜本的見直し 

 前述のとおり、本制度を取り巻く経済社会状況が大きく変化したことを踏まえれば、都

市ガスの小売全面自由化の実施と併せ、以下の（ア）から（エ）までのとおり簡易ガス事

業制度を抜本的に見直すことが適当である。 

 

（ア）現行一般ガス事業の供給区域での参入規制 

近年、都市開発の速度が減速し、郊外での住宅団地開発が減少した結果、簡易ガス事業

の開始が地域全体の需要家利益を害する状況や、一般ガス事業の供給区域内で簡易ガス事

業による二重投資の弊害が懸念される状況は生じにくくなっている。以上の状況を踏まえ、

現行の一般ガス事業の供給区域における簡易ガス事業の参入規制は撤廃することが適当で

ある。 

 

（イ）供給地点に係る簡易ガス事業間での独占撤廃 

二重投資の弊害の小さい小規模団地、特に集合住宅型が大半を占めていること、住宅団

地型では既に他エネルギーとの競争が活発であることから、供給地点に係る簡易ガス事業

間での独占は撤廃することが適当である。 

 

（ウ）料金規制の廃止及び経過措置の在り方 

簡易ガス事業についても、都市ガスと同様に、各事業者が柔軟かつ多様な料金を提示し、

利用者が様々な料金メニューから選択できる環境を整備する必要があることを踏まえ、料

金規制を廃止することが基本的な方向である。 

なお、現行の簡易ガス事業についても、現行の一般ガス事業と同様に、十分に競争が生

じていない地域において規制なき独占が生じる事態を防止するため、小売料金規制の経過

措置を置くべきとの意見があった。これを踏まえ、今後、一般ガス事業と同様に、個別具

体的な競争の実態を踏まえ、その在り方を検討すべきである。 

 

（エ）簡易ガス事業に係る保安制度 

仮に、簡易ガス事業をガス事業法の適用の対象から外すとした場合、当該事業について

は液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（以下「液石法」とする。）及

び高圧ガス保安法の各種規制が適用されることとなる。これに関し、ガス事業法は、ガス

の使用者の利益を踏まえつつ、事業許可や業務改善命令といった制度を設け、事業規制と

保安規制が相まって全体として保安を確保しているのに対し、液石法等は基本的に保安規

制（技術基準、第三者による保安検査（開放検査を含む。）等）のみで保安を確保している。

このため、保安規制の手法・水準に相違があり、例えば、ガス事業法は開放検査なしに供

給継続が可能だが液石法等は開放検査が必要となるが、簡易ガス事業について保安規制の

手法・水準を現時点で変更する必要は特段ない。 

簡易ガス事業を液石法の適用対象とする際にこれら事業に課される液石法及び高圧法上

の保安手法・水準をガス事業法のそれと同等にするためには、ガス事業法にある業務改善
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命令といった制度を液石法に設けることが必要と考えられる。しかしながら、これまでの

液石法等の考え方との関係から法制的な課題がある。 

以上を踏まえ、簡易ガス事業を引き続きガス事業法の対象とし、その中で保安規制を講

ずることにより、簡易ガス事業に現在課されている保安規制の手法・水準を維持すること

が適当である。 

 

（７）規制組織の独立性・専門性の向上 

 

電力システム改革においては、小売全面自由化の実施や卸電力市場の活性化を進めるこ

とにより、これらの市場への参加者の多様化や市場構造の複雑化が見込まれる中、適切な

取引や健全な競争を促進するためには、取引監視や競争状況のレビュー、その結果を踏ま

えたルール整備に力を入れる必要性が指摘された。また、送配電部門の中立性を確保する

ことがこれまで以上に重要となるため、託送規制に加え、新たな行為規制の実効性を担保

していくことが不可欠と指摘された。このため、規制組織の独立性と専門性の向上（新規

制組織への移行）を図ることとしている。ガスシステム改革においても、こうした規制組

織の必要性は共通しており、同様の方向とすることが適当である。 

 

 

４．改革の進め方 

 

小売全面自由化の実施に当たっては、需要家保安に係る費用回収を考慮した新たな託送

料金制度を設計し、それに基づき事業者が料金を申請し認可を受ける必要があるなど、前

提となる環境整備が不可欠である。加えて、一般家庭等の小口部門においても新規参入を

可能とするためには、例えば、新規参入者の存在を前提とした需要家情報システムを新た

に構築する必要があるなど、ガス事業者においても相当程度の環境整備を要する。こうし

た、競争上最低限必要な環境整備については、小売全面自由化の実施までに手当てされる

必要があるため、それに要する期間を考慮して実施時期を決める必要がある。電気の小売

全面自由化を実施する第二弾の電気事業法改正法においては、施行は公布から２年６ヶ月

以内と規定している。ガスの小売全面自由化の実施に当たっても、ガス小売事業及びガス

導管事業の基本的な制度設計が共通していることから、電気事業と同様の考え方に基づき、

必要な準備期間を想定し、平成 29年を目途に実施することが適当である。 

小売全面自由化を実施することにより、需要家への多様な選択肢の提示など、ガスシス

テム改革の目的を可能な限り早期に達成する観点から、地域間で施行時期に差をつけず、

全国一律で施行することが適当である。また、地域により小売の競争状況に差があること

を踏まえ、需要家利益を保護する観点から、前述のとおり料金の経過措置を設けることが

適当である。 

 導管部門の中立性確保策については、２．（３）の「④まとめ」のとおりである。 
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５．液化石油ガス取引の透明性向上について 

 

今般のガスシステム改革は、都市ガスの小売を全面自由化するものであるが、同じガス

体エネルギーであるＬＰガス販売事業については、元々参入及び料金設定が自由であると

ころ、その取引の透明性に係る課題について、本小委員会においても、価格上昇に対する

懸念やいわゆる無償配管問題（利用機器や内管の設備費用を、建設業者や不動産業者に対

し無償で行うことにより、住宅への入居者に対して継続的な取引を確保しようとする慣行）

などについての指摘があり、また国民からの意見募集においても、料金体系の透明化が図

られるような需要家保護の環境整備を求める、という意見が寄せられているところである。 

こうした意見も勘案しつつ、ＬＰガス販売事業についても、消費者が安心してガスを利

用でき、また、同じガス体エネルギーとして競合する都市ガス事業との公平な競争環境を

整備する観点から、適切な需要家保護のための措置がとられることが期待される。 
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Ⅱ．熱供給システム改革の方向性 

 

１．熱供給システム改革の背景と目的 

 

（１）熱供給システム改革の背景 

 新たなエネルギー基本計画においては、「電力・ガスのシステム改革と併せて、熱供給事

業に関するシステム改革を徹底的に進めていくことにより、熱電一体供給も含めたエネル

ギー供給を効率的に実施できるようにするため、制度改革を含めて、熱供給事業の在り方

の見直しを検討する」とされた。 

 近年の技術革新により、各エネルギー源の利用の高効率化や用途の多様化が進んできた

ことから、電気、ガス、熱といったエネルギー源ごとに形成された市場の垣根を外してい

く供給構造改革が求められている。 

 ガスは、空調や給湯などの熱エネルギー源であり、分断されたエネルギー市場を水平的

に統合された構造へと転換していくためには、先行している電力・ガスシステム改革と併

せ、熱供給システム改革を進めていくことが必要である。 

 このため、昨年９月、小委員会において、熱供給システム改革について検討を開始する

こととした。なお、保安規制については、ガス安全小委員会の場での検討に委ねることと

した。 

 

（２）熱供給システムの特性 

 熱供給は、一つの建物に熱源を設置し、導管を通じて、複数の建物に対して冷暖房や給

湯のサービスを提供することにより、①効率の良い大型プラントによって熱を供給できる

こと、②オフィスと住宅など需要パターンの異なる複数の需要が集約されること等により

負荷平準化が図られ効率の良い機器の稼働率が高まることなどから、一般的に、エネルギ

ー利用効率の向上が期待できるシステムである（【図表Ⅱ－１】【図表Ⅱ－２】）。 
 

【図表Ⅱ－１】熱供給のイメージ 

 

■ 冷房のための冷水を作る機器
・ヒートポンプ（電気）
・吸収式冷凍機（ガス） など

■ 暖房・給湯のための高温水を作る機器
・ボイラ、コジェネ（ガス） など

■ その他
・蓄熱槽 など

■ 冷水を利用して冷
房を実施

■ 高温を利用して暖
房・給湯を実施

道路の地下に熱導管を通すため、道路占用許可が必要

高温水を供給（行き）

熱源機器
（熱を供給）

熱導管

冷水を供給
（行き）

熱の使用後
の水（戻り）

熱の使用後の水（戻り）

熱を利用

■ 冷水を利用して冷
房を実施

■ 高温を利用して暖
房・給湯を実施

熱を利用

・二以上の建物に供給するもの
・施設規模の大きいもの
（加熱能力21GJ/h以上）
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【図表Ⅱ－２】個別熱源システムと熱供給システムのエネルギー効率 

 
（出典）平成 19年度経済産業省委託調査「未利用エネルギー面的活用熱供給適地促進調査等事業報告」 

 

（３）熱供給システム改革の目的 

 上記のような熱供給を行う事業は、昭和 47年の熱供給事業法制定時は、その事業の特性

から自然独占性を有し、日常生活及び事業活動上欠くことのできないサービスを提供する

事業であったことを背景に、事業者に対して厳格な事業規制を課すこととしてきた。なお、

法制定以降、他法令の改正に伴う改正を除き、一度も改正が行われていない。 

 ・事業への参入に際しては、一定の基準に適合する事業者のみに対して経済産業大臣が

許可することとし、熱供給施設が著しく過剰となるような二重の供給区域の設定の申

請が行われることにより、需要家利益が害されるおそれ又は国民経済的見地から著し

い無駄が生じると認められる場合には、許可基準に適合しないこととする。 

 ・熱供給事業者に対しては、供給義務を課すとともに、料金その他の供給条件について

は、供給規程を定め、経済産業大臣の認可を要する。 

 ・熱供給事業者は、事業の休廃止に際しては、経済産業大臣の許可を要する。 

 しかしながら、近年、技術革新等による熱源設備の省スペース化や効率化の進展、需要

家ニーズの多様化等により、従来熱供給サービスを受けていた需要家が、熱供給事業者か

らの熱供給を選択することなく、独自の熱源を持って、自らの熱需要を賄うケースが増え

てきている等、需要家が、比較的容易に、熱供給サービス以外のサービスを選択できるよ

うになってきた（【図表Ⅱ－３】【図表Ⅱ－４】【図表Ⅱ－５】）。 

 こうした環境変化を踏まえれば、新たなエネルギー基本計画や電力・ガスシステム改革

の進展にも鑑み、以下の２点を目的として熱供給システム改革を進めることが適当である。 

 ①需要家の選択肢や事業者の事業機会の拡大 

   熱供給事業者の創意工夫を促し、需要家ニーズを的確に捉える新たなサービスやビ

ジネスを創出する環境を整えることにより、需要家の選択肢を拡大する。また、電力・

ガスシステム改革と相まって、エネルギー間の相互参入やエネルギー以外の事業との

連携を促進する。 

 ②需要家利益の保護 

   システム改革により、熱供給を行う側より情報や交渉力が不足する需要家利益を害

することがないよう留意する。 

 

90.1

100

60 70 80 90 100

地域熱供給システム【全体平均】

平均総合エネルギー効率：０．７４９

個別熱源システム【全体平均】

平均総合エネルギー効率：０．６７５

(%)
一次エネルギー消費量
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【図表Ⅱ－３】需要家による熱源選択の事例 

 

（出典）日本熱供給事業協会ホームページ 

 

【図表Ⅱ－４】需要家による熱源選択の状況 

 

 
（出典）三菱総合研究所「熱供給サービス事業に関連する制度・手続きに関する調査報告書」（平成 26年３月） 

 

【図表Ⅱ－５】近年の熱供給事業者の事業廃止状況 

廃止許可 
年月 

事業者名 地区名 
需要 
種類 

需要家数

（件） 
供給区域 

面積（千㎡） 
廃止理由 

H26.11 大阪ガス(株) 

 

大阪市森之宮地区 住宅、 

業務 

 住宅：605 

 業務： 12 

490 需要家の個別熱源化により供給先が１件と

なったため（熱法適用外で供給継続） 

H26.08 東京都市サー

ビス（株） 
西新宿六丁目西部

地区 
住宅、

業務 
住宅：160 

業務： 45 
40 需要家の個別熱源化に伴う設備の一部撤去

により加熱能力の許可要件を下回ったため

（熱法適用外で供給継続） 
H24.11 西部ガス（株） 北九州曲里・岸の

浦地区 
業務 2 99 需要家減少により供給先が１件となったた

め（熱法適用外で供給継続） 
H23.12 小名浜配湯

（株） 
いわき市小名浜地

区 
住宅、

業務 
住宅：1082 

業務：  35 
900 経営悪化及び東日本大震災による設備損傷

等のため（供給廃止） 
H23.09 石狩サービス北海道花畔団地地 住宅、 住宅：635 741 需要家減少及び燃料価格高騰に伴う経営悪

 過去５年間の間に、既存需要家が熱供給
事業者との契約を解除した事例の有無 

供給エリア内において、建物の新築・増築があった

際に、その需要家が熱供給を選択しなかった事例
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（株） 区 業務 業務： 12 化等のため（供給廃止） 
H23.06 （株）釧路熱

供給公社 
春湖台地区 業務 3 135 需要家が釧路市のみとなり、かつ、釧路市が

100%の株主となったことにより、特定供給関

係となったため（熱法適用外で供給継続） 
H23.03 東京都市サー

ビス（株） 
銀座２・３丁目地

区 
業務 6 26 プラントの一部廃止により加熱能力の許可

要件を下回ったため（熱法適用外で供給継

続） 
H23.01 （株）エネル

ギーアドバン

ス 

蒲田駅東口地区 業務 2 15 想定した新規需要が生じなかったこと及び

設備の老朽化に伴う設備の一部撤去により、

加熱能力の許可要件を下回ったため（熱法適

用外で供給継続） 
H22.09 北広島熱供給

（株） 
北広島団地地区 住宅、

業務 
住宅：936 

業務：  3 
861 需要家減少及び燃料価格高騰に伴う経営悪

化等のため（供給廃止） 
H22.08 （株）岡崎ｴﾈ

ﾙｷﾞｰ供給公社 
岡崎市本町康生西

地区 
業務 3 42 需要家減少による経営悪化等のため（供給廃

止） 
H22.04 日本瓦斯（株） 京成成田駅東口地

区 
業務 2 41 需要家の個別熱源化及び需要家減少により

供給先が１件となったため（供給継続） 
H22.01 京葉都市サー

ビス（株） 
海浜ﾆｭｰﾀｳﾝ検見川

地区 
住宅、

業務 
住宅：332 

業務：  1 
2,185 需要家の個別熱源化及び需要家減少に伴う

経営悪化等のため（供給廃止） 
H20.04 東北電力（株） 仙台泉中央地区 業務 3 105 想定した新規需要が生じなかったことによ

り、加熱能力の許可要件を下回ったため（熱

法適用外で供給継続） 
H20.03 （株）エネル

ギーアドバン

ス 

成田ニュータウン

地区 
業務 4 317 需要家減少に伴う経営悪化等のため（供給廃

止） 

H19.10 （株）エフ・

イー・シー 
福岡流通センター

地区 
業務 33 800 需要家の個別熱源化、需要家減少及び燃料価

格高騰に伴う経営悪化等のため（供給廃止） 
H19.09 東京都市サー

ビス（株） 
八王子旭町地区 業務 2 36 想定した新規需要が生じなかったことによ

り、加熱能力の許可要件を下回ったため（熱

法適用外で供給継続） 
H19.03 西部ガス（株） 長崎八千代・宝町

地区 
業務 1 28 想定した新規需要が生じなかったことによ

り、供給先が１件となったため（熱法適用外

で供給継続） 
H19.03 （株）ガスア

ンドパワーイ

ンベストメン

ト 

泉北栂地区 業務 7 170 想定した新規需要が生じなかったことによ

り、加熱能力の許可要件を下回ったため（熱

法適用外で供給継続） 

H18.04 片山津熱エネ

ルギー（株） 
片山津温泉街区 業務 13 156 需要家の個別熱源化及び需要家減少に伴う

経営悪化等のため（供給廃止） 
H16.10 （株）北海道

熱供給公社 
札幌駅南口地区 業務 4 22 他の供給区域と統合したため（札幌市都心地

区と統合の上、供給継続） 
 

 

２．各論点に係る議論の整理 

 

（１）自然独占制に着目した規制の見直しの方向性 

   上述のような環境の変化により、熱供給事業者は、他の熱源との厳しい競争への対

応が求められているが、現状では、料金の値下げ変更の場合であっても経済産業大臣

の認可を要する仕組みとなっている等、厳格な規制の下でサービスを提供することが
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求められている。 

   こうした中、他のエネルギー分野においては、電力システム改革が進められており、

平成 28年を目途に小売全面自由化が実施され、一般家庭等でも、電力会社の選択や自

由な料金設定が可能となる予定である。また、小委員会では、ガスシステム改革にお

いても、小売全面自由化の実施に向けた検討を進めることに異論はなかった。 

   これらの改革の動向を踏まえれば、熱供給システムにおいても、電力・ガスシステ

ムと同水準の規制体系へと見直しを行うことにより、需要家の選択肢拡大、熱電一体

型の熱供給を推進するための環境整備、さらには、閉鎖的であったエネルギー産業構

造に技術革新や異業種における効率的な経営手法を取り込むことで、より付加価値が

高く、効率的な産業構造への変革が期待できると考えられる。小委員会でも、熱供給

事業法は規制法であり、同法における規制をどのように緩和していけば、うまく熱電

併給システムが効率的に導入されていくかという方向でのシステム改革と捉えていき

たい、との意見もあった。 

   また、熱供給事業者も、自らの提供するサービスが需要家に選択され、事業の更な

る発展を遂げるためには、多様化する需要家ニーズに応えていくことが求められてい

る。小委員会でも、販売熱量の 95％を占める業務系は、既に自由化されている電気・

ガスの大口供給の対象である需要家が多く、電気・ガスについては色々と協議ができ

ているにもかかわらず、熱についてはその余地が全くないというのが現状であり、電

気・ガスの小売全面自由化の実施に伴い起こり得る様々な動きを有効に組み入れ、需

要家へのサービス向上につなげていくためにも料金規制は撤廃すべき、との意見もあ

った。 

   このため、現行制度における料金規制及び供給義務は、後述の需要家保護措置を講

ずることを前提に、廃止することが適当である。 

    また、エネルギー間の相互参入や、エネルギー以外の事業との連携を促進する観点

からは、過度に厳しい参入規制を設けるべきではないが、熱の安定供給の確保等、需

要家利益を保護する観点からは、熱供給事業者の適格性を確認することが必要と考え

られる。このため、熱供給事業を営もうとする事業者に対し、経済産業大臣への登録

を求めるとともに、熱供給の相手方の熱の需要に応ずるために必要と見込まれる熱供

給施設が確保されない場合等、申請者が熱供給事業者としての適格性を備えてないと

認められる場合、経済産業大臣がその登録を拒否する仕組みとすることが適当である。 

    加えて、熱供給事業は、需要家が一旦契約を締結した後に、突然、事業の休廃止が

あると需要家利益を著しく害するおそれがある。このため、熱供給事業者が、その事

業を休止し、又は廃止しようとするときには、あらかじめ、その熱供給の相手方に対

し、その旨を周知しなければならないこととすることが適当である。なお、事業休廃

止時の事前の周知義務は丁寧に運用すべき、との意見もあった。 

（２）熱供給事業者に対する需要家保護規制の在り方 

   現行制度上、料金については事前認可制となっているが、需要家は、その料金の妥

当性について必ずしも満足していないとの調査結果が示されており、料金水準そのも
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のに加え、その仕組みの不透明性への不満の声が挙がっている。 
 

【図表Ⅱ－６】熱供給の需要家の満足度（料金水準） 
 

      ＜住宅用＞                            ＜業
務用＞ 

 
（出典）三菱総合研究所「熱供給サービス事業に関連する制度・手続きに関する調査報告書」（平成 26年３月） 

 

   このため、需要家利益を保護する観点から、第二弾の改正電気事業法における小売

電気事業者への規制内容も参考としつつ、以下のとおり、熱供給事業者に対する需要

家保護規制を設けることが必要と考えられる。 

     ①料金を含む供給条件についての説明義務、契約締結時の書面交付義務 

    ②需要家からの苦情等に応ずる義務 

    ③供給能力の確保義務 

 

 ①料金を含む供給条件についての説明義務、契約締結時の書面交付義務 

   需要家保護の観点からは、熱供給を受けようとする者が当該熱供給に係る条件を十

分に理解した上で契約することを担保する必要がある。このため、熱供給事業者に対

し、熱供給契約を締結しようとする際に、料金その他の供給条件を書面により需要家

に明確に説明すること、及び、契約締結後に、事業者の名称、契約年月日及び供給条

件等を記載した書面を交付すること義務付けることが適当である。 

   なお、説明事項及び契約締結時に書面交付すべき内容については、例えば、別添の

【参考３】のような事項が考えられる。 

 

 ②需要家からの苦情等に応ずる義務 

   熱供給の需要家が熱供給事業者との間で契約を締結した後であっても、需要家から

熱供給事業者に対して、その熱供給の業務の方法や、当該熱供給事業者が行う熱供給

に係る料金その他の供給条件についての問い合わせや苦情が寄せられることが想定さ

れる。こうした問い合わせ等が熱供給事業者に寄せられた場合、熱供給の需要家の利

益を保護する観点からは、熱供給事業者がこれを適切かつ迅速に処理することが重要

 灯油高において、
すえおかれている
事。

 この程度だと思う。
 安全性利便性の面

からみてまあ満足。

 電気、ガス、水道等を考えると
高い。

 基本料金が高い 従量料金は
納得できるが

 暖房機を撤去し暖房の使用を
行っていないのに基本料金が
下がらない。

 熱供給事業者の経営状態、決
算内容を知る由がありません。
合理化により値下げして欲しい。

 料金が高い。高額過ぎる。単価が高
止まり。

 エネルギー調達先や原料を工夫し、
熱料金を低くすべきであるのに、安く
なったことがない。

 他エネルギーと比較して料金が割高。
 料金の単価が地域によって違うなど、

料金の仕組みが不透明。
 競争原理が働かない。電力のように

料金体系が柔軟でない。

 客先からク
レームがきて
いないから。

 契約電力の低
減が図れる。

 料金が決まっ
ている。安い
か高いか比較
データがない。
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である。このため、熱供給事業者に対し、熱供給の需要家からの問い合わせや苦情が

あった場合には、適切かつ迅速にこれを処理しなければならないこととすることが適

当である。 

   また、併せて、熱供給事業者が上記の義務を適切に履行していない場合には、経済

産業大臣は、当該熱供給事業者に業務改善命令を発動することにより、その事業運営

を是正できるようにすることが適当である。 

   なお、現行の熱供給事業法においては、熱供給事業者の熱供給に関し苦情のある者

は、経済産業大臣に苦情の申出をすることができることとされているところ、こうし

た仕組みは、引き続き存置することが適当である。 

 

 ③供給能力の確保義務 

   今後の電力システムでは、小売電気事業者が、発電事業者等から電気を調達し、一

般送配電事業者のネットワークを利用して、需要家に電気を供給するというビジネス

モデルが基本であり、万が一、小売電気事業者の供給能力が不足する場合であっても、

最終的には、一般送配電事業者がその不足部分を補って供給を行うことにより、安定

供給を確保することとなる。他方、熱供給システムは、熱源機器や導管を維持・運用

する者が、需要家に、直接、熱を供給するというビジネスモデルが基本となるため、

熱供給事業者自身が、安定供給を確保することが必要となる。 

   このため、上述のとおり、熱供給事業を営もうとする者に対しては、登録を求める

こととし、その登録に際しては、熱供給の相手方の熱供給に対する需要に応ずるため

に必要な熱供給施設を確保できる見込みがないと認められる場合には、登録を拒否す

る仕組みとすることが適当である。 

   また、熱供給事業者に対しては、その熱供給の相手方の熱供給に対する需要に応ず

るために必要な供給能力の確保を義務付けるとともに、熱供給事業者が、必要な供給

能力を確保していないため、需要家利益を害し、又は害するおそれがあると認められ

るときは、経済産業大臣が、供給能力の確保その他の必要な措置を講ずるよう命ずる

ことができる仕組みとすることが適当である。 

 

（３）需要家保護の在り方（料金の経過措置の在り方） 

   上述のとおり、一般的には、需要家による他のエネルギーサービスへの切り替えが

比較的容易になってきているが、熱供給事業者から給湯サービスを受けている家庭用

の需要家など、サービスの切り替えが容易でない需要家も存在する（【図表Ⅱ－７】【参

考Ⅱ－１】）。小委員会においても、給湯については代替性がなく、集合住宅等の需要

家は単独での切り替えが困難であるため、値上げの料金規制と供給義務規制は需要家

の安心感という観点から維持すべき、との意見もあった。 
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【図表Ⅱ－７】ある集合住宅における熱供給サービスの利用状況 

 
（出典）日本熱供給事業協会 

 

【参考Ⅱ－１】ある住宅譲渡契約書の例 

 例えば、以下のように、分譲住宅の譲受人が、不動産契約を締結する際に、熱供給事業者に

よる熱供給を受けることが条件となっている場合も存在。 

 

 

 

 

 

   このため、需要家が、実質的に、熱供給事業者が提供するサービス以外のサービス

を選択することが困難な状況にあることなどにより、熱供給事業者に規制なき独占が

生じる懸念があるか否かを個別の供給区域ごとに判断の上、このような懸念のある供

給区域については、小売料金規制の経過措置を設ける仕組みとすることが適当である。 

   なお、この判断に当たっては、例えば、以下のような視点から、個別区域毎の状況

に応じて検討することが適当である。 

 

  ＜視点の例＞ 

  ・一建物内に複数の需要家が存在する場合であって、物理的な制約により、各需要家

が熱供給事業者のサービスを受けざるを得ない状況にあるか否か（住宅用の給湯サ

ービス等） 

  ・熱供給契約以外の契約等の制約により（不動産契約等）、各需要家が熱供給事業者の

サービスを受ざるを得ない状況にあるか否か 
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＜給湯＞＜暖房＞

第○条 分譲住宅の譲受人は、＊＊＊㈱との間に、別途暖房及び給湯のための熱需給契

約を締結し、熱の供給を受けるものとする。 
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   また、小売料金規制の経過措置が必要と判断される供給区域においては、熱供給事

業者に対し、以下の措置を講ずることが適当である。 

  ・当該供給区域内において、経済産業大臣の認可を受けた供給規程による供給義務を

引き続き課す（料金値上げの場合は認可制、値下げの場合は届出制とする。）。 

  ・熱供給事業者に対しては、当該供給規程で定められた条件により供給を受けること

を希望する需要家に対する供給義務を課す。 

  ・需要家との合意があれば、当該供給規程によらない供給条件で供給を行うことも妨

げない（自由メニューを妨げないが、最終的な供給保障は規制により担保する仕組

みとする。）。 

 

（４）ネットワーク規制についての考え方 

   熱供給システムは、以下のとおり、電力・ガスシステムとは異なる特徴を有してい

る。 

  ・熱供給に当たり、需要家ニーズに応じ、冷水・温水・蒸気ごとにそれぞれ導管を引

くことが必要である。 

  ・「行き」の導管に加え、熱を使用後の「戻り」の導管が必要である。 

  ・温冷水等の温度・圧力を有効に供給し得る輸送距離には制約がある。 

    

   実際に、熱需要は、電気・ガス等の熱供給以外の手段でも賄うことができるため、

全国大で送電網が整備されている電力システムに対し、熱供給システムの供給区域は、

我が国の国土全体の 0.01％にとどまっている（【図表Ⅱ－８】）。 

 

【図表Ⅱ－８】熱供給事業の規模感 

 一般電気事業 一般ガス事業 熱供給事業 

供給区域面積（日本の国土全
体に占める割合） 

100% 5.8% 0.01% 

需要家数 8,466万件 2,935 万件 3.6 万件 

事業規模（年間売上高） 181,558億円 40,345 億円 1,447 億円 

一供給区域当たり事業規模 18,156億円 193億円 10 億円 

従業員数 129,290人 32,271 人 2,323人 

一供給区域当たり従業員数 12,929人 154 人 17人 

 

（注）供給区域については、電気事業及びガス事業においては許可を受けた事業者数、熱供給事業においては許可を受け

た供給区域数に基づく。 

（出典）「電気事業便覧」（平成 25年度）、「ガス事業便覧」（平成 25年度）、「熱供給事業便覧」（平成 25年度） 

 

   また、現在、熱供給システムにおいて、複数の供給区域が相互に接続されている事

例は限られており、いずれも同一事業者等が複数の供給区域を接続することによる安

定性、効率性の向上を目的としたものであって、託送供給が行われている事例はない。 

   このように、熱供給システムは電力・ガスシステムと異なる特徴を有していること、
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及び、実際に託送供給のニーズも見られていないことから、現時点では、熱供給事業

者に対し、託送義務等のネットワーク規制を課す必要性はないものと考えられる。 

   なお、熱の卸供給を受けて熱供給を行う形態や、他の事業者が所有する導管を、リ

ースや運営受託等によって維持・運用して熱供給を行う形態等のビジネスモデルは、

現行の熱供給事業法の下においても観念し得る点には留意が必要である。 

 

（５）二重投資規制 

   規制の合理化により、様々な事業主体が熱供給事業に参入し、需要家の選択肢を拡

大するような様々なサービスが提供されるようになることは望ましいと考えられる一

方、ネットワークの効率性の観点からは、二重投資によって、熱供給を受ける需要家

の利益を害することは望ましくない。 

   このため、熱供給事業者が既に導管を設置し、熱供給を行っている場所で、新たな

事業者が熱供給事業への参入を希望する際には、需要家利益の保護の観点から、電気

事業における考え方も参考としつつ（【参考Ⅱ－２】）、二重投資により、需要家利益を

著しく害するおそれがあると認められる場合には、経済産業大臣が登録を拒否するこ

とが適当である。 

 

【参考Ⅱ－２】電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等 

（12） 第 16条の３第５項の規定による特定規模電気事業者の電線路の届出内容の変更命令 

   第 16 条の３第５項の規定による特定規模電気事業者の電線路の届出内容の変更命令につい

ては、同項に「一般電気事業者の供給区域内の電気の使用者の利益が著しく阻害されるおそれ

があると認めるとき」と規定されているところであり、より具体的には、例えば、次の条件の

全てに該当している場合。 

  ①・② （略） 

  ③ 届出に係る電線路の供給先の需要規模及び需要見通しと当該供給先の属する供給区域の一

般電気事業者の事業規模とを比較し、一般電気事業者の送配電線の利用効率が著しく悪化

し、一般電気事業の遂行そのものに明らかな支障が生じるおそれがある場合 

 

（６）実施時期 

   熱供給システム改革の実施までには、需要家への周知や契約締結等の準備が必要と

なるため、一定の準備期間が必要と考えられる一方、改革の理念は、可能な限り早急

に実現していくことが望ましい。小委員会では、社会的要請に応えていくとともに、

今回の熱供給システム改革の需要家の選択肢や、事業者の事業機会の拡大という目的

を早期に実現するため、都市ガスの小売全面自由化の実施のタイミングとは切り離し

早期実施が必要との意見もあった。 

   熱供給システム改革の実施に当たっては、制度の詳細設計の議論、経過措置対象事

業者の指定、事業者による自由化メニューの策定や需要家への周知期間が必要となる

ことを踏まえれば、概ね半年強の準備期間が必要と考えられる。また、前述のとおり、



51 
 

ガスシステム改革における小売全面自由化については、平成 29年を目途に実施するこ

とが適当と整理したが、熱供給システム改革は、ガスシステム改革とは異なり、事業

類型の見直しやネットワーク規制を行わないため、託送約款の準備や託送制度を利用

する他の事業者等への周知期間等が不要である。さらに、電力システム改革における

小売全面自由化は、平成 28年を目途に実施する予定とされており、既に準備が進めら

れているところである。 

  以上を踏まえ、熱供給システム改革は、半年強の準備期間を想定し、平成 28 年を目

途に実施することとし、併せて、需要家保護等に万全を期すため、電気事業及び都市

ガス事業と同様に、規制組織の独立性と専門性の向上（新たな規制組織への移行）を

図ることが適当である。 
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（別添）熱供給システムに係る参考資料 

【参考１】熱供給事業者の一覧 

 

【参考２】熱供給事業法の概要 
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【参考３】供給条件についての説明義務・書面交付義務における内容イメージ 

 
（注）熱供給契約の締結を代理で行う者がいる場合は、当該代理で行う者を含む。 

 

 

  

①熱供給事業者等の名称（注）
②熱供給事業者等の住所・連絡先（電話及び郵便等による受付窓口や問い合わせに応ずる時間帯を含む。）
③供給する温水等の温度及び圧力
④供給する温水等の供給時間及び供給期間
⑤熱供給の料金

⑥⑤の他、熱供給を受ける者が負担すべき費用（導管、熱量計その他の設備に関する費用等）の負担の額又はその算出
方法及び負担の方法

⑦使用量の計測方法（検針日含む。）及び料金その他の熱供給を受ける者が負担すべきものの徴収の方法、料金調停の
方法

⑧熱供給の申込み方法及び契約の成立に関する事項
⑨供給開始日
⑩契約期間
⑪契約の延長に係る手続き方法

⑫需要家からの申出による契約の変更・解除に係る手続方法（ペナルティ等需要家に不利益が生ずる場合にはその内容を
含む。以下⑬についても同じ。）

⑬熱供給事業者等からの申出による契約の変更・解除に係る手続き方法等
⑭導管、器具、機械その他の設備に関する熱供給事業者及び熱供給を受ける者の保安上の責任に関する事項
⑮熱供給を受ける者が設置する施設の基準に関する事項
⑯熱供給を受ける者が設置する施設の概要についての熱供給事業者に対する通知に関する事項
⑰①から⑯までのほか熱供給事業者等又は需要家の責任に関する事項があるときはその内容
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ガスシステム改革小委員会 委員一覧 

 

委員長  

山内 弘隆  一橋大学大学院商学研究科教授 

 

委 員  

引頭 麻実  大和総研常務執行役員 

柏木 孝夫  東京工業大学特命教授 

橘川 武郎    一橋大学大学院商学研究科教授 

古城 誠   上智大学法学部教授 

 杉本 まさ子 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会常任顧問 

 永田 高士  公認会計士 

 松村 敏弘  東京大学社会科学研究所教授 

 

（以上敬称略） 
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ガスシステム改革小委員会 開催実績 

 

平成 25年 

第１回（11月 12日） 

 －ガス事業の将来性について 

 －ガスシステム改革の目的について 

 －検討の論点について 

第２回（11月 28日） 

 －ガス事業者からのヒアリング（グループ①） 

第３回（12月 25日） 

 －ガス事業者からのヒアリング（グループ②） 

 

平成 26年 

第４回（１月 30日） 

 －ガス事業者からのヒアリング（グループ③） 

第５回（２月 24日） 

 －ガス事業者からのヒアリング（グループ④） 

第６回（３月 11日） 

 －ガス事業者からのヒアリング（グループ⑤） 

 －今後の進め方及び論点について 

第７回（４月３日） 

 －小売事業に係る制度について 

第８回（５月２日） 

 －導管事業に係る制度について 

第９回（５月 29日） 

 －需要家保安に係る責任の在り方について 

第 10回（６月５日） 

 －簡易ガス事業に係る制度について 

第 11回（７月 17日） 

 －卸取引の選択肢拡大に向けた環境整備について 

第 12回（７月 31日） 

 －総合エネルギー企業創出のための環境整備について 

－ガスシステム改革小委員会におけるこれまでの審議の整理 

第 13回（９月５日） 

 －熱供給システムに関する検討開始 

－海外のガス事業の状況 
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第 14回（９月 24日） 

 －ガスシステム改革について（利用者保護のための措置、導管部門の中立性） 

 －熱供給システム改革について（熱供給事業の現状及び熱供給事業者からの説明） 

第 15回（10月 30日） 

 －ガス導管網などガス供給インフラの整備促進のあり方について 

－導管部門の中立性確保について 

第 16回（11月 13日） 

 －熱供給システム改革（熱供給システム改革に係る主要論点） 

－ガスシステム改革（導管部門の中立性確保について） 

第 17回（12月３日） 

 －導管部門の中立性確保について 

第 18回（12月９日） 

 －導管部門の中立性確保について 

第 19回（12月 17日） 

 －導管事業の類型整理と自己託送制度 

－利用者保護のための措置 

第 20回（12月 25日） 

 －導管部門の中立性確保について 

 

平成 27年 

第 21回（１月 13日） 

 －報告書（案）について 
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